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○処遇改善等加算における各種書類の提出スケジュールについて

施設・事業所 横浜市 施設・事業所 横浜市 施設・事業所 横浜市

Ｒ
１
年
度

３
月 ●提出依頼

４
月

（上旬）
○提出期限

５
月

６
月

７
月

（審査終了後順次）
●平均経験年数の

認定及び通知

８
月

（修正ある場合）
○過誤再請求

（中旬）
●実績額通知及び

提出依頼
（R1年度分）

９
月

（下旬）
●提出依頼

（下旬）
○提出期限
（R1年度分）

10
月

11
月

（上旬）
○提出期限

…

…

８
月

（中旬）
●実績額通知及び

提出依頼
（R2年度分）

９
月

（下旬）
○提出期限
（R2年度分）

＜提出いただく書類＞

◆処遇改善等加算Ⅰ

加算率認定申請書【３～４月】 　賃金改善計画書【９～11月】 　賃金改善報告書【R1年度分：８～９月】

・加算率認定申請書 ・賃金改善計画書  【R2年度分：翌８～９月】

・職員履歴報告書(Ａ票) ＊ ・賃金改善計画書（内訳表） ＊ ・賃金改善実績報告書
・職員状況報告書(Ｂ票) ＊ ・賃金改善確認書 ・賃金改善実績報告書（内訳表） ＊

・キャリアパス要件届出書 ・賃金改善実績報告書（確認表）
・挙証資料＊ ・賃金改善確認書
・加算見込額の計算がわかるもの（積算表）

※スケジュールについては、各施設・事業者の提出状況や本市の審査状況により変更することがあります。
※処遇改善等加算Ⅰの計画書及び実績報告書の作成については、別途依頼文を送付いたします。
※「＊印」がついている書類は、各施設・事業所により提出有無が異なります。詳細については、説明会資料をご参照ください。

Ｒ
３
年
度

処遇改善等加算Ⅰ

加算率認定申請書 賃金改善計画書 賃金改善実績報告書

Ｒ
２
年
度

事業者向け説明会 開催
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施設・事業所 横浜市 施設・事業所 横浜市 施設・事業所 横浜市

Ｒ
１
年
度

３
月

４
月

５
月

（中旬）
●提出依頼

６
月

７
月

（中旬）
○提出期限

８
月

（審査終了後順次）
●加算対象職員数

の認定及び通知

（中旬）
●実績額通知及び

提出依頼
（R1年度分）

９
月

（修正ある場合）
○過誤再請求

（下旬）
○提出期限
（R1年度分）

10
月

（下旬）
●提出依頼

11
月

（下旬）
○提出期限

…

…

８
月

（中旬）
●実績額通知及び

提出依頼
（R2年度分）

９
月

（下旬）
○提出期限
（R2年度分）

＜提出いただく書類＞

◆処遇改善等加算Ⅱ・職員処遇改善費

加算認定申請書【７月】 　賃金改善計画書【10～11月】 　賃金改善報告書【R1年度分：８～９月】

・加算認定申請書 ・賃金改善計画書 【R2年度分：翌８～９月】

・平均年齢別児童数計算表 ＊ ・賃金改善計画書(添付書類） ・賃金改善実績報告書
・加算見込額積算表 ・賃金改善確認書 ・賃金改善実績報告書（添付書類）

・処遇改善等加算Ⅱの対象職員に ・賃金改善実績報告書（確認表）
対する発令等を確認できる書類 ・賃金改善確認書

・同一事業者内における拠出見込額・
受入見込額一覧表  ＊

※スケジュールについては、各施設・事業者の提出状況や本市の審査状況により変更することがあります。
※処遇改善等加算Ⅱ及び職員処遇改善費の申請書、計画書及び実績報告書の作成については、別途依頼文を送付いたします。
※「＊印」がついている書類は、各施設・事業所により提出有無が異なります。詳細については、説明会資料をご参照ください。

Ｒ
３
年
度

処遇改善等加算Ⅱ・職員処遇改善費

加算認定申請書 賃金改善計画書 賃金改善実績報告書

Ｒ
２
年
度

事業者向け説明会 開催
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１ 処遇改善等加算Ⅰについて 

Ⅰ 処遇改善等加算Ⅰの制度の概要 

１ 趣旨 

  保育・教育の提供に携わる人材の確保及び資質の向上を図り、質の高い保育・教育を

安定的に供給していくためには、職員が意欲とやりがいをもって長く働き続けることが

できる職場を、施設・事業所が自ら構築していく必要があります。 

  職員の平均経験年数や賃金改善・キャリアアップの取組に応じた人件費の加算として

「処遇改善等加算Ⅰ」を、技能・経験を積んだ職員に係る追加的な人件費の加算として

「処遇改善等加算Ⅱ」「職員処遇改善費」を加算します。 

  本項目では、職員の平均経験年数や賃金改善・キャリアアップの取組に応じた人件費

の加算である「処遇改善等加算Ⅰ」を説明します。 

２ 処遇改善等加算Ⅰの概要 

  処遇改善等加算Ⅰの内訳は、「①基礎分」「②賃金改善要件分（③キャリアパス要件分

含む）」となります。【図表１参照】【図表３参照】

  「処遇改善等加算Ⅰ」は公定価格の人件費に相当する加算項目に、定員区分や年齢区

分に応じた単価が設定されています。この単価に、施設・事業所の平均経験年数と賃金

改善及びキャリアパスの取組みに応じた「加算率」を乗じます。【図表２参照】

【図表１】加算の内訳 

 

国基準配置基本分 

経
験
年
数
加
算

＜処遇改善等加算Ⅰ＞ 

①基礎分(２～12％)

＜処遇改善等加算Ⅰ＞ 

②賃金改善要件分(６～７％)

（③内キャリアパス要件分(２％)）

処遇の改善

早期離職の防止

勤続年数の上昇加算措置の拡大

運営費の増加
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＜処遇改善等加算Ⅰの加算率の区分＞ 

ア 処遇改善等加算Ⅰの基礎分（２～12％）（①）

対象：全ての施設・事業所

定期昇給等に充当するための加算です。平均経験年数に応じ、２～12％の加算率

が適用されます。

※平均経験年数の算出：【Ⅱ１（２）参照】

イ 処遇改善等加算Ⅰの賃金改善要件分（６～７％）（②、③）

対象：賃金改善要件に適合する施設・事業所

平均経験年数 11 年未満の施設・事業所は一律６％、11年以上の施設・事業所は

一律７％の「加算率」が適用されます。職員の賃金改善に確実に充てることが必要

です。（使途制限有） 

また、②賃金改善要件分の中には、③キャリアパス要件分（２％）が含まれてい

ます。 

キャリアパス要件に適合しない施設・事業所は②賃金改善要件分(６～７％)から

２％減算されます。 

※賃金改善要件：【Ⅱ２（１）、キャリアパス要件：Ⅱ２（４）参照】

＜加算分の使途＞ 

処遇改善等加算Ⅰの賃金改善要件分の使途は、施設・事業所に勤務する職員の賃金

改善（法定福利費等の事業主負担額を含む）に要した費用のみです。確実に職員の賃

金改善に充ててください。それ以外の費用については、認められません。 

また、基礎分についても、適切に定期昇給等に充てる必要があります。 

【図表３】加算率の区分としくみ 

2% 2% 2% 2% 2% 2%
2%

2%
2% 1%

2% 1%
2% 1%

2% 1%
2% 1% 12%

2% 1% 11%
2% 1% 10%

2% 1% 9%
1% 8%

1% 7%
1% 6%

5%
4%

3%
2%

0年 1年 2年 3年 4年 5年 6年 7年 8年 9年 10年 11年 12年 13年 14年 15年 16年

3%
2%

3%
3%

3%
3%

3%
3%

3%
3%

3%
3%

1%

4% 4% 4% 4% 4% 4%

15%

10%

5%

③キャリアパス要件分
（満たしていない場合②

から２％減）

処遇改善等加算Ⅰ

②賃金改善要件分

11年未満 一律６％
11年以上 一律７％

加算率が上昇

（平均勤続年数）

（加算率）

＜②の要件＞

基準年度の賃金水準

からの改善
※国家公務員給与改定に伴う

人件費の改定率を反映

①基 礎 分

※勤続年数が上昇するとともに増加する

加算額については、昇給等に充当

することが必要

国予算対応１％増
（Ｈ31～）
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Ⅱ 加算の手続き             

１ 加算率の算定 

＜提出書類＞ ※各様式については、必ず提出年度の様式をご利用ください。 

●新規施設・事業所 

①『加算率認定申請書（処遇改善等加算Ⅰ）（第１号様式の１）』 

②『職員履歴報告書（処遇改善等加算Ⅰ）（Ａ票）（第１号様式の２）』 

令和２年４月１日に在籍している平均経験年数の算定対象職員全員のＡ票をご記入

ください。 

 

●既存施設・事業所 

①『加算率認定申請書（処遇改善等加算Ⅰ）（第１号様式の１）』 

②『職員履歴報告書（処遇改善等加算Ⅰ）（Ａ票）（第１号様式の２）』 

  令和２年４月１日に新たに平均経験年数の算定対象となった職員のみご記入くださ

い。 

  例-令和元年５月１日に雇用を開始し、令和２年４月１日に在籍している職員 

   -令和元年８月１日に復職し、令和２年４月１日に在籍している職員※ 

   -勤務時間の増等により今年度の平均経験年数の算定対象となった職員※ 

    ※「加算率認定申請書（処遇改善等加算Ⅰ）（第１号様式の１）」やＡ票に記入

をする際、勤務開始日は復職日や算定開始日を記入してください。 

   -新人 等 

③『職員状況報告書（処遇改善等加算Ⅰ）（Ｂ票）（第１号様式の３）』 

  令和元年の「加算率認定申請書（処遇改善等加算Ⅰ）（第１号様式の１）」に記載

されていた職員のうち、変更のある職員をご記入ください。 

  例-勤務時間減によって今年度平均経験年数算定対象外となった職員 

   -氏名が変わった職員 

   -他施設に異動になった職員 

   -退職した職員 等 

  ※前年度から変更のない職員は、Ａ票及びＢ票は必要ありません。「加算率認定申

請書（処遇改善等加算Ⅰ）（第１号様式の１）」に記入していただくのみとなり

ます。 

  

～４月

１加算率の算定

９～11月頃

２賃金改善計画の策定

翌年８～９月頃

３賃金改善実績の確認
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（１）加算率の考え方

「加算率」は、各施設・事業所において、「平均経験年数の算出」「賃金改善の実施

の有無」「キャリアパス要件の適否」をもとに算定します。

施設・事業所に適用される「加算率」は、加算率の区分（Ⅰ２参照）ごとに算出され

た率を合計した値となります。 

例)平均経験年数が５年で賃金改善を実施し、キャリアパス要件分に適合する施設 

基礎分①７％＋賃金改善要件分②③６％（うちキャリアパス要件２％含む） 

＝13％ 

よって、加算率は13％になります。 

※キャリアパス要件を満たさない場合は、11％になります。

※賃金改善を実施しない場合は７％になります。

施設・事業所は算定した加算率を「加算率認定申請書（処遇改善等加算Ⅰ）（第１号

様式の１）」「職員履歴報告書（処遇改善等加算Ⅰ）（Ａ票）（第１号様式の２）」「職員

状況報告書（処遇改善等加算Ⅰ）（Ｂ票）（第１号様式の３）」をもって市に申請しま

す。市は、その内容を審査し、認定した「加算率」を施設・事業所に対して通知しま

す。

ア 加算率認定通知前までの請求について

平均経験年数に応じた加算率で４月分の請求が４月末～５月より始まるため、

加算率認定通知前は、各施設・事業所が算出した平均経験年数及び加算率で請求

をしていただきます。

イ 加算率の認定及び賃金改善計画について

市が「加算率認定申請書（処遇改善等加算Ⅰ）（第１号様式の１）」「職員履歴報

告書（処遇改善等加算Ⅰ）（Ａ票）（第１号様式の２）」「職員状況報告書（処遇改

善等加算Ⅰ）（Ｂ票）（第１号様式の３）」を審査し、「加算率」を認定します。賃

金改善を実施する場合は、市が認定した「加算率」により、「賃金改善計画書（処

遇改善等加算Ⅰ）（第２号様式の１）」を策定してください。

  市の審査の結果、「加算率」の修正があった場合には、給付費の過誤再請求が必

要になる場合があります。

※市からの「処遇改善等加算Ⅰの加算率認定通知」の時期については、別途お知ら

せします。

策定した「賃金改善計画書（処遇改善等加算Ⅰ）（第２号様式の１）」をもとに、

１年を通して処遇改善を行い、「賃金改善実績報告書（処遇改善等加算Ⅰ）（第４

号様式の１）」を提出していただきます。

賃金改善を実施しない場合も申請は必要です。基礎分のみの加算率で、毎月給

付費の請求を行います。
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【図表４】平均経験年数別加算率表（令和元年度） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

平均経験年数(年) ０ １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11～ 

①基礎分(％) ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 12 

②賃金改善分(％) ６ ６ ６ ６ ６ ６ ６ ６ ６ ６ ６ ７ 

合計(％)＝加算率 ８ ９ 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 

③キャリアパス要件無

合計(％)＝加算率 
６ ７ ８ ９ 10 11 12 13 14 15 16 17 

職員一人当たり 

の平均経験年数 

加算率（公定価格）  

基礎分 
賃金改善要件

分 

 

うちキャリアパ

ス要件分 

11年以上  12％ ７％ 

2% 

10年以上 11年未満 12％ 

６％ 

9年以上 10年未満 11％ 

8年以上 9年未満 10％ 

7年以上 8年未満 9％ 

6年以上 7年未満 8％ 

5年以上 6年未満 7％ 

4年以上 5年未満 6％ 

3年以上 4年未満 5％ 

2年以上 3年未満 4％ 

1年以上 2年未満 3％ 

1年未満  2％ 
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（２）平均経験年数の算出

ア 算定対象職員

算定対象職員は、毎年４月 1日現在における施設・事業所に勤務する全ての常勤

職員です。職種や職位、資格の有無を問わず、施設長や専ら事務に従事する事務職

員などであっても、常勤職員として雇用されていれば対象です。 

ただし、非常勤職員やパート就労、派遣職員など常勤職員以外の職員であっても、

１日６時間以上かつ月 20日以上勤務している職員も対象とします。 

また、平均経験年数の算出には施設・事業所に勤務する者であれば、経営に携わ

る法人の役員も対象となります。 

なお、勤務時間や勤務日数が月によって異なる、あらかじめ確定していない、な

どの非常勤職員やパート就労の職員については、４月１日時点で判断しますので、

就労実績ではなく、雇用契約上の就労予定の見込みで判断します。 

※年度途中において職員の異動、採用又は退職があっても平均経験年数の変更

はしません。そのため、「加算率認定申請書（処遇改善等加算Ⅰ）（第１号様式

の１）」申請書の再提出は必要ありません。

※産前・産後休暇、育児休業の無給の期間は、勤務期間に含まれます。

【産前・産後休暇、育児休業及び病気休暇等の経験年数の算定可能な期間】 

含める 含めない 

産前産後休暇（有給）及び（無給）の期間 ○ 

育児休業（有給）及び（無給）の期間 ○ 

病気休暇（有給）の期間 ○ 

病気休暇（無給）の期間 ○ 

休職（有給）の期間 ○ 

休職（無給）の期間 ○ 

イ 算定対象職員の職種について

「副園長・教頭」で幼稚園教諭免許を有する職員は、「教諭」を選択し、「家庭的

保育者」や「家庭的保育補助者」で保育士資格を有する職員は、「保育士」を選択し 

てください。「教諭」「保育士」を選択しない場合、「職員処遇改善費の対象なる人数 

」に算定されません。 

また、施設・事業種別が認定こども園の場合は「保育教諭」を選択してください。 

ウ 経験年数の算出方法

職員一人ひとりの経験年数の算出にあたっては、現在の施設・事業所における経

験年数のほか、対象職員が過去に勤務していた対象施設・事業所（図表５）におけ

る経験年数も合算することができます。その場合は、施設・事業所は、在職証明も

しくは、その他勤務履歴が確認できる書類（図表６）で職員の過去の勤務履歴を確

認し、経験年数を積算してください。 
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① 勤務履歴の確認ができないものについては、経験年数に合算することはできませ

ん。必ず在籍確認が証明できる資料を保管してください。

② 過去の勤務履歴に積算できるものは、常勤職員または１日６時間以上かつ月 20

日以上勤務していた期間のみです。

③ 施設・事業所が確認した職員の在職証明等は、その写しを施設・事業所で保管し

ていただき、原本は職員本人にお返しください。施設で保管するのは写しのみです。

紛失しないように保管してください。写しを本市に提出する必要はありません。

④ 国の会計検査や本市監査等で、在籍証明等の写しが必要になる場合があります。

（申請書に記載されている全ての職員の年数を証する書類を求められます。）

⑤ 市内外の施設・事業所で名称が類似している場合があります。「職員履歴報告書

（Ａ票）」には、在職証明書等に記載されている正式な施設・事業所の名称及び所

在地を記載してください。記載が誤っていると、正確に審査できない場合がありま

す。 

⑥ 必ず施設・事業所で対象事業かどうか確認が取れた勤務履歴のみを載せてくださ

い。

＜Ａ票【その他の施設の勤務履歴】の記入例＞ 

施設名 ：横浜Ａ保育園 

所在地 ：横浜市中区港町○－○ 

施設種別：認可保育所 

職種  ：保育士 

勤務期間：2013年４月１日～2019年３月 31日 

ＯＫ例 

ＮＧ例 

高齢福祉

施設

障害福祉

施設

横浜保育室、認可

外保育所等
病院、診療所 その他（ ）

施設①
の経験年数

6 年 0
か
月～ 2019年3月31日

⇒該当種別に○ ○
①

施設名称 横浜Ａ保育園 所在地

職　　種 保育士 勤務期間 2013年4月1日

横浜市中区港町○-○

施設種別
幼稚園、保育所、

認定こども園

小規模保育、家庭

的保育事業

学校、

専修学校

児童福祉

施設

幼稚園、保育所、

認定こども園

小規模保育、家庭

的保育事業

学校、

専修学校

児童福祉

施設

高齢福祉

施設

障害福祉

施設①

施設名称 横浜保育園 所在地 横浜市

施設種別
横浜保育室、認可

外保育所等
病院、診療所 その他（ ）

⇒該当種別に○

職　　種 保育教諭 勤務期間 2013年４月 ～ 2019年３月
施設②

の経験年数
年

か
月

書類提出の注意点 

施設名称が誤り 所在地が不明瞭

職種が誤り

施設種別が未選択

勤務期間が日付まで記入されていない
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【図表５】過去の勤務履歴の対象施設・事業所 

対象事業項目 詳細 

教育・保育施設 認可保育所、幼稚園、認定こども園 

地域型保育事業 家庭的保育事業、小規模保育事業他 

学校教育法第１条に定める学校及び同

法第百二十四条に定める専修学校 

小学校、中学校、高等学校、中等教育学校、特

別支援学校、大学及び高等専門学校、専修学校 

社会福祉法第２条に定める社会福祉事

業を行う施設・事業所 

保護施設、老人福祉施設（軽費老人ホーム、養護

老人ホーム、特別養護老人ホーム）、婦人保護施

設、児童福祉施設、障害児通所支援事業、障害者

支援施設、障害福祉サービス事業、盲人ホーム、

視聴覚障害者情報提供施設、福祉ホームなど 

病児保育事業等の第２種社会福祉事業など 

児童福祉法第 12条の 4に定める施設 児童相談所一時保護施設 

認可外保育施設（児童福祉法第 59条第

１項に定める認可外保育施設のうち、

地方公共団体における単独保育施策に

よる施設※１、認可外保育施設指導監督

基準を満たす旨の証明書の交付された

施設（企業主導型保育施設含む）※２及び

幼稚園に併設された施設）における経

験年数及び教育・保育施設又は地域型

保育事業に移行した施設・事業所にお

ける移行前の認可外保育施設として運

営していた期間※３ 

※１）横浜保育室や認証保育所 

（地方公共団体における単独保育施策による施

設として認可された日から） 

※２）認可外保育施設のうち、指導監督基準を

満たす旨の証明書が交付された施設 

（H17.4.1 以降、証明書の発行期間に勤務して

いた履歴のみ加算可） 

※３）家庭保育福祉員、横浜市家庭的保育事業、

小規模保育モデル事業等を実施していた期間  

医療法に定める病院、診療所、 

介護老人保健施設、助産所 
保健師、看護師又は准看護師に限る 

子ども・子育て支援法第 30条１項第４

号に定める特例保育を行う施設 
 

※１、※２ 横浜市内の認可外保育施設、横浜保育室は、ホームページをご確認ください。 

積算可能な施設、積算可能な期間のみ記入することが出来ます。 

https://www.city.yokohama.lg.jp/kurashi/kosodate-

kyoiku/kosodateshien/shinseido/shogu/2020syogu.html 

  ファイル名 『積算可能な認可外保育施設一覧』 

 

よ 
有料老人ホーム → 対象外です。 

 保育士、調理師等の病院勤務 → 対象外です。（保健師、看護師又は准看護師のみ） 

 病院内や会社内にある保育施設 → 病院内や会社内にある保育施設についても対象

かどうかの基準は変わりません。【図表５】に該当

する施設・事業所のみ対象となります。 

 

よくある間違い 

 

Point! 
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【図表６】 勤務履歴の挙証資料（在職証明等がない場合） 

対象職員の状況 挙証資料の例 

過去の勤務先で社会保険に加入していた 

場合 

厚生年金の加入記録等 

※平成 29 年４月より厚生年金の制度が変更

になっているためご注意ください。 

社会保険未加入の場合、国民年金に加入

していた場合 
雇用契約書と給与明細書等 

派遣職員として、該当の施設に勤務して

いた場合 

派遣先の事業所の発行する証明、 

派遣会社の派遣証明等 

廃園した施設等の場合 
挙証資料が確認でき、自治体等で上記事業

に該当すると確認できた場合のみ算定 

※過去に勤務していた施設・事業所が積算対象かどうか、勤務期間などの勤務履歴が積算

に値すると客観的にわかるものであれば可。 

※事業所名、職種（保育士、調理員等）、雇用形態（常勤、非常勤等）、勤務時間、雇用期

間などが確認できるものとしてください。 

※１枚の書類で判断できない場合には、複数の書類をもって確認してください。 

 

エ 職員の経験年数算定の留意点 

職員一人ひとりの経験年数は、「現在勤務する施設・事業所における経験年数」と

「過去に特定の施設・事業所で働いていた場合はその経験年数」を合算して算定し

ますが、その際には次の点に留意して計算してください。 

 

＜留意点＞ 

○ 個々の職員の経験年数の算出については、当該年度の４月１日現在により算定

しますが、年度途中開所の施設・事業所についてが、開所年月日時点での職員状

況で算定します。 

 

○ 採用年月日の翌年（又は翌月）において、翌年（又は翌月）の同一日の前日を

もって１年（又は１か月）と計算します。 

 

【例：2019年４月１日採用→2019年４月 30日で１か月、2020年３月 31日で１年】 

 

○ １か月未満の日数の場合は１か月に切り上げます。 

 

【例：2019年４月１日採用→2020年４月１日時点で１年と１日＝１年１か月】 

 

ただし、2020年４月１日採用の職員は、０年０月とします。 
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＜期間計算の例＞2020年 4月 1日現在 

事       例 経験年数 内  訳 

１  2019年４月１日採用 

 

 

２  2019年４月２日採用 

 

３  2019年４月 20日採用 

 

 

 

４  2020年３月 31日採用 

 

 

５  他の社会福祉施設に 2019

年４月 20日から６月１日

まで勤務し、７月１日から

現施設に勤務している場合 

 

 

 

 

６  他の社会福祉施設に 2019

年４月 20日から６月１日

まで勤務し、６月２日から

現施設に勤務している場合 

 

 

７ 2020年４月１日採用 

１年１か月 

 

 

１年 

 

１年 

 

 

 

１か月 

 

 

現施設：10か月 

前 歴：２か月 

 

 

 

 

 

 

現施設：10か月 

前 歴：２か月 

 

 

 

 

０か月 

2019/ 4/ 1→2020/ 3/31＝１年 

      2020/ 4/ 1＝１日→１か月 

 

2019/ 4/ 2→2020/ 4/ 1＝１年 

 

2019/ 4/20→2020/ 3/19＝11か月 

2020/ 3/20→2020/ 4/ 1＝13日→１

か月 

 

2020/ 3/31→2020/ 4/ 1＝２日→１

か月 

 

現職：2019/ 7/ 1→2020/ 3/31＝９

か月 

   2020/ 4/ 1＝１日→１か月 

前職：2019/ 4/20→2019/ 5/19＝１

か月 

    2019/ 5/20→2019/ 6/ 1＝13

日→１か月 

 

現職：2019/ 6/ 2→2020/ 4/ 1＝10

か月 

前職：2019/ 4/20→2019/ 5/19＝１

か月 

   2019/ 5/20→2019/ 6/ 1＝13

日→１か月 

2020/ 4/ 1＝１日→０か月 

※このﾊﾟﾀｰﾝのみ例外 

 

オ 平均経験年数の算出方法 

平均経験年数とは、算定対象職員全員の経験年数を合算し、それを算定対象職員

の人数で割った職員一人あたりの年数です。職員一人あたりの平均経験年数の算定

にあたり、６か月以上の端数は１年とし、６か月未満の端数は切捨てとします。 

この平均経験年数によって、加算率が決まります。 

（例） 

    Ａさん        Ｂさん       Ｃさん 

   過去    現在   過去   現在     過去    現在 

  ３年 10か月 ＋ ３年   ２年 ＋ １年２か月    ７年６か月 ＋ ５年 

      ↓          ↓          ↓ 

     ６年 10か月      ３年２か月      12年６か月 

 

       21年 18か月÷３人＝７年６か月 ⇒ ６か月以上の端数は１年 

       →施設・事業所の平均経験年数は８年  
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（３）賃金改善要件分の算出 

ア 加算率の確認 

  賃金改善要件（Ⅱ２（１）参照）を満たす施設・事業所は、（１）で算出した

平均経験年数に応じた賃金改善要件分の加算率（６～７％）が適用されます。 

 

イ 加算率の経過措置(保育所・認定こども園（２・３号認定）) 

平成 26年度に「保育士等処遇改善臨時特例事業」による補助を受けた保育所の

うち、当該事業の加算率が３％未満であった施設については、賃金改善要件分の

加算率を軽減する経過措置を設けます。 

その場合、賃金改善要件分の加算率のうち、賃金改善として職員に支払いをす

る加算見込額の上限を以下の率で積算した金額にすることができます。 

ただし、平成 26年度と比較して平均経験年数が同様又は下回る施設に限りま

す。 

 

（例）平成 26年度、31年度ともに平均経験年数が４年の場合 

    平成 26年度 →民改費（８％）＋処遇改善事業分（１％）＝９％ 

    平成 31年度 →基礎分（６％）＋賃金改善要件分（６％）＝12％ 

    経過措置適用→基礎分（８％（６％＋２％）） 

＋賃金改善要件分（４％（６％－４％＝２％）） 

※キャリアパス要件分が非適用の場合は、基礎分が８％になり、賃金

改善要件分が４％になります。 

 

【図表７】保育所における経過措置に係る賃金改善要件分率適用表 

 

 

 

 

 

 

① 平成 26年度の 

平均経験年数 

②職員１人当たりの 

平均経験年数 
③賃金改善要件分 

7年以上 8年未満 

7年以上 8年未満 

５％ 4年以上 6年未満 

2年未満  

5年以上 6年未満 
4年以上 6年未満 

５％ 
2年未満  

4年以上 5年未満 

5年以上 6年未満 ５％ 

4年以上 5年未満 ４％ 

1年以上 2年未満 ５％ 

1年未満  ４％ 

1年以上 2年未満 2年未満  ５％ 

1年未満  
1年以上 2年未満 ５％ 

1年未満  ４％ 

-14-



ウ 加算額の経過措置(幼稚園・認定こども園（１号認定）)  

    基準年度に、私立高等学校等経常費助成費補助金（一般補助（一種免許状の保有

の促進分及び財務状況の改善の支援分を除く。））（以下「私学助成」という。）を受

けていた認定こども園又は幼稚園については、当該基準年度における私学助成及び

保育料等※による収入額（以下「私学助成等収入額」という。）が公定価格及び利用

子ども数の見込みをもとに算出した額（以下「公定価格による見込み額」という。）

から加算見込み額を控除して得た額を上回っている場合は、公定価格による見込み

額から私学助成等収入額を控除して得た額（当該額が０以下となる場合は、０）を

加算見込み額とすることができます。また、当該認定こども園又は幼稚園の教育・

保育に支障のない範囲内で賃金水準の維持及び向上に努めてください。 

    保育料等は、保育料や入園料等の保護者からの納付金とし、その上限は一人あた

り年額上限 30万 8,400円。 
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２ 処遇改善等加算Ⅱについて 

Ⅰ 処遇改善等加算Ⅱの制度の概要 

１ 趣旨 

 教育・保育の提供に携わる人材の確保及び資質の向上を図り、質の高い保育を安定的に

供給していくためには、職員が意欲とやりがいを持って「長く働くことができる」職場を、

施設・事業所が自ら構築していく必要があります。 

 そのために、職員の平均経験年数や賃金改善・キャリアアップの取組に応じた人件費の

加算として「処遇改善等加算Ⅰ」を、技能・経験を積んだ職員に係る追加的な人件費の加

算として「処遇改善等加算Ⅱ」「職員処遇改善費」を加算します。 

  本項目では、技能・経験を積んだ職員に係る追加的な人件費の加算である「処遇改善等

加算Ⅱ」を説明します。 

２ 処遇改善等加算Ⅱの概要 

・副主任保育士・専門リーダー・中核リーダー及びこれらに相当する職位

（月額４万円の処遇改善の対象（園長・主任保育士等を除いた職員の概ね 1/3））

・職務分野別リーダー・若手リーダー及びこれらに相当する職位

（月額５千円の処遇改善の対象（園長・主任保育士等を除いた職員の概ね 1/5））

等を設けることにより、キャリアパスの仕組みを構築し、幼稚園教諭や保育士等の処遇

改善に取り組む施設・事業所に対して、キャリアアップによる処遇改善に要する費用を

公定価格に上乗せを行うもの。（公定価格上の加算（処遇改善等加算Ⅱ））

３ 要件 

制度の見直しが予定されているため、国の通知を踏まえ別途ご案内します。 

＜副主任保育士等 

（月額４万円の処遇改善の対象者）＞ 

・経験年数が概ね７年以上

・キャリアアップ研修のうち４分野以

上の研修を受講していること 

＜職務分野別リーダー等 

（月額５千円の処遇改善の対象者）＞ 

・経験年数が概ね３年以上

・キャリアアップ研修のうち担当する

分野の研修を受講していること
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４ 処遇改善等加算Ⅱの算出について 

（１）処遇改善等加算Ⅱ算出について

各施設・事業所に適用される処遇改善等加算Ⅱは、公定価格の「単価」及び「加算対

象職員数」をもとに算定します。 

各施設・事業所では、「加算対象職員数（人数Ａ及び人数Ｂ）」を「積算表」にて算出

していただければ、処遇改善等加算Ⅱの金額が自動的に算出されます。 

（２）処遇改善等加算Ⅱの計算方法

処遇改善等加算Ⅱの計算方法は、

｛単価×加算対象職員数（人数Ａ）｝＋｛単価×加算対象職員数（人数Ｂ）｝ 

÷各月初日の利用子ども数 

となります。 

ア 単価

単価は、以下の加算を合算した額を各月初日の利用子ども数で除した額です。

○公定価格（令和２年度単価案）

イ 加算対象職員数 ※加算対象職員数は、「積算表」で自動的に算出することができます。 

処遇改善等加算Ⅱの算定に用いる職員の数（上記アの公定価格告示別表第二及び第三

の「人数Ａ」及び「人数Ｂ」）を指しています。 

また、処遇改善等加算Ⅱの算定に用いる職員の数を算出するにあたっては、施設・事

業所で、「人数Ａ」及び「人数Ｂ」の算定の基礎となる職員数を算出し、これに、「人数

Ａ」については１／３、「人数Ｂ」については１／５を乗じて得た人数（これらに１人未

満の端数がある場合には四捨五入する。ただし、四捨五入した結果が「零」となる場合

は「１」とする。）となります。 

（３）処遇改善等加算Ⅱの請求について

処遇改善等加算Ⅱを申請するにあたり、１年を通して「加算認定申請」「賃金改善計画

の策定」「賃金改善実績の確認」の３回にわたり資料提出を行っていただく必要がありま

す。（提出書類の流れは処遇改善等加算Ⅰと同じです。） 

施設・事業所種別 処遇改善等加算Ⅱ-① 処遇改善等加算Ⅱ-② 

幼稚園 51,030円×人数Ａ 6,380円×人数Ｂ 

保育所 

小規模保育事業 

事業所内保育事業（６名以上） 

48,860円×人数Ａ 6,110円×人数Ｂ 

認定こども園（１号認定） 49,950円×人数Ａ×１/２ 6,240円×人数Ｂ×１/２ 

認定こども園（２・３号認定） 49,950円×人数Ａ×１/２ 6,240円×人数Ｂ×１/２ 

家庭的保育事業 

事業所内保育事業（５名以下）

居宅訪問型保育事業 

48,860円 6,110円 
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※加算対象職員数等認定の通知後からの請求について

認定した「加算対象職員数」と、事前の請求で使用していただいた「加算対象職員数」で

変更があった場合には、認定した「加算対象職員数」で過誤・再請求をしていただく必要が

あります。 

Ⅱ 加算の手続き 

１ 加算認定申請（処遇改善等加算Ⅱ）について 

＜提出書類＞ 

●全施設・事業所 ※各様式については、必ず提出年度の様式をご利用ください。

１「加算認定申請書（処遇改善等加算Ⅱ及び職員処遇改善費）（第５号様式）」 

２「各月平均の児童数の年齢別児童数」を採用した場合、「平均年齢別児童数計算表」 

３「処遇改善等加算Ⅱ及び職員処遇改善費の加算見込額積算表」 

※「経験年数」の根拠となる書類は、「加算率認定申請書（処遇改善等加算Ⅰ）」を

もって市が確認をするため、提出は省略します。

※「加算対象人数の基礎となる職員数」の算出方法を示した書類は、「積算表」を

もって市が確認をするため、提出は省略します。

（１）加算対象職員の考え方

処遇改善等加算Ⅱの加算認定申請をするにあたり、「加算対象職員数」の算出が必要

となります。「加算対象職員数」は、年齢別児童数及び各種加算の適用状況等を用いて

計算されます。なお、「加算対象職員数」は、「積算表」に年齢別児童数及び各種加算

の適用状況を入力することで、自動的に人数が算出されます。 

５～７月

１加算認定申請

10～11月頃

２賃金改善計画の策定

翌年８～９月頃

３賃金改善実績の確認

５～７月

１加算認定申請

10～11月頃

２賃金改善計画の策定

翌年８～９月頃

３賃金改善実績の確認
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  ＜参考＞ 

   処遇改善等加算Ⅱの算定に用いる職員の数（公定価格告示別表第二及び第三の「人数

Ａ」及び「人数Ｂ」）については、施設・事業所の種類ごとに「加算対象職員数（「人数

Ａ」、「人数Ｂ」）の算定の基礎となる職員数」の右欄により算出される人数を基礎と

し、これに、「人数Ａ」については１／３、「人数Ｂ」については１／５を乗じて得た人

数となります。 

   ただし、家庭的保育事業所、事業所内保育事業所（利用定員５人以下の事業所に限

る。）及び居宅訪問型保育事業所について、この加算を算定する場合は、「人数Ａ」及び

「人数Ｂ」のいずれか一方を「１」とし、他方を「零」とします。 

   また、算出に当たって使用する年齢別児童数は、「当該年度４月時点」または「各月

平均」の年齢別児童数、各種加算の適用状況については当該年度４月時点における適用

状況によります。 

 

（参考）加算対象職員数（「人数Ａ」、「人数Ｂ」）の算定の基礎となる職員数  
○平成 31年３月 29日付「施設型給付費等に係る処遇改善等加算について」（府子本第 
４０１号、30文科初第 1863号、子発 0329第 33号） 

 

 （ア）年齢別児童数の考え方 

    年齢別児童数は次のどちらかを選択していただきます。 

   ①当該年度４月時点の年齢別児童数 

    当該年度４月初日の利用子ども数 

   ②各月平均の年齢別児童数 

    初めに前年度の各月初日の利用子ども数について、前年度の増減率を算出します。

この増減率を当該年度の４月初日の利用子ども数に乗じて、各月平均の利用子ども数

を算出します。その合計を 12か月で除して算出した数になります。 

    ※各月平均の年齢別児童数を算定に用いる場合は、「平均年齢別児童数計算表」の

添付が必要となります。 

 

 （イ）各種加算の適用状況の考え方 

    加算認定申請書（処遇改善等加算Ⅱ及び職員処遇改善費）（第５号様式）には、各

種加算の当該年度４月時点における適用状況を記載してください。 

    なお、各種加算の適用状況については、４月の「公定価格加算・調整項目届出書」

をご参照いただくことを推奨します。 
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（２）加算対象職員数の算出方法イメージ

ＨＰに掲載する「積算表」で算出してください。

【例①】保育所の場合（定員７０名） 

（３歳児配置改善加算あり、主任保育士専任加算あり、事務職員雇上加算あり、 

標準時間認定児童あり） 

４月１日の利用
児童数 

国基準 
保育士数 

標準時間 
対応分 

主任 
保育士分 

事務 
職員分 

利用定員数に 

基づく職員数 
合計 

０歳児 ６人 ２人 

１歳児 １２人 
４人 

２歳児 １２人 

３歳児 １３人 ０．８

人 

４歳児 １３人 ０．９

人 ５歳児 １４人 

合計 ７０人 ８人 １．４

人 

１人 ０．３

人 

２．５人 １３．２人 

★算出基礎となる人数＝１３人（１３．２人を四捨五入した人数）

「人数Ａ」＝１３×１／３＝４人（４．３人を四捨五入した人数）

「人数Ｂ」＝１３×１／５＝３人（２．６人を四捨五入した人数）

★加算見込額（月額）

3,050円（１人当たり単価）×70人＝213,500円

・処遇改善等加算Ⅱ－①
48,860円×４人＝

195,440円 
213,770円（①②合計額） 

÷70人（利用児童数） 

＝3,050円（1人当たり単価） ・処遇改善等加算Ⅱ－②
6,110円×３人＝

18,330円 
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【例②】幼稚園の場合（定員１８０名） 

（３歳児配置改善加算あり、主幹教諭等専任加算あり、チーム保育加配加算３人、 

給食実施加算あり、事務職員配置加算あり） 

４月１日の 
利用児童数 

国基準 

幼稚園教諭

数 

主幹 
教諭分 

チーム保

育 

加配加算

分 

給食実施 

加算分 

※定員によ

る 

事務職員 

配置加算 

利用定員数に 

基づく職員数 
合計 

３歳

児 

６０

人 

４人       

４歳

児 

６０

人 
４人 

      

５歳

児 

６０

人 

      

合計 180人 ８人 １人 ３人 ２人 0.8 1.4人 １6.2人 

 ★算出基礎となる人数＝１６人（１６.２人を四捨五入した人数） 

「人数Ａ」＝１６×１／３＝５人（５．３人を四捨五入した人数） 

「人数Ｂ」＝１６×１／５＝３人（３．２人を四捨五入した人数） 

 ★加算見込額（月額） 

  1,520円（１人当たり単価）×180人＝273,600円 

・処遇改善等加算Ⅱ－① 
51,030円×５人＝

255,150円 
274,290円（①②合計額） 

÷180人（利用児童数） 

＝1,520円（1人当たり単価） ・処遇改善等加算Ⅱ－② 
6,380円×３人＝

19,140円 
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【例③】認定こども園の場合（定員２４０名（１号定員 180名、２・３号定員 60名）） 

（３歳児配置改善加算あり、学級編成調整加配加算あり、チーム保育加配加算３人、 

給食実施加算あり、標準時間認定児童あり） 

４月１日の 
利用児童数 

国基
準 

保育
教諭
数 

標準時

間 

対応分 

学級編

成調整

加配加

算分 

チーム

保育

加配加

算分

給食実

施 

加算分 

※定員

による 

休け

い保

育士

分 

調理

員分 

講師配

置加算

分 

事務職

員配置

加算分 

利用定

員数に 

基づく

職員数 

合計 

０歳児 

（３号） 
６人 ２人 

１歳児 

（３号） 
12人 

４人 
２歳児 

（３号） 
12人 

３歳児 

（１号） 
60人 

５人 
３歳児 

（２号） 
15人 

４・５

歳児

（１号）

120人 

4.5

人 ４・５

歳児

（２号）

15人 

合計 240

人 

16

人 

1.4

人 

１人 ３人 ２人 １

人 

２

人 

0.8

人 

0.8

人 

2.2

人 

30.2

人 

★算出基礎となる人数＝３０人（３０．２人を四捨五入した人数）

「人数Ａ」＝３０×１／３＝１０人

「人数Ｂ」＝３０×１／５＝ ６人

★加算見込額（月額）

1,490円（１号・１人当たり単価）×180人＋

4,470円（２・３号・１人当たり単価）×60人＝536,400円

１号 

・処遇改善等加算Ⅱ－①

49,950円×10人×

1/2＝249,750円 
268,470円（①②合計額） 

÷180人（利用児童数） 

＝1,490円（1人当たり単価） 
１号 

・処遇改善等加算Ⅱ－②

6,240円×６人×

1/2＝18,720円 

２・３号 

・処遇改善等加算Ⅱ－①

49,950円×10人×

1/2＝249,750円 
268,470円（①②合計額） 

÷60人（利用児童数） 

＝4,470円（1人当たり単価） 
２・３号 

・処遇改善等加算Ⅱ－②

6,240円×６人×

1/2＝18,720円 
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【例④】家庭的保育事業の場合 

（定員・利用児童数５名で経験年数７年以上の職員がいる場合） 

★家庭的保育事業の場合は、「人数Ａ」及び「人数Ｂ」のいずれか一方を「１」とし、他方

を「０」とします。この場合は、経験年数７年以上の職員がいるため、「人数Ａ」を「１」

とし、「人数Ｂ」を「０」とします。 

 ★加算見込額（月額）  9,770円（１人当たり単価）×５人＝48,850円 

・処遇改善等加算Ⅱ－① 
48,860円×１人＝

48,860円 
48,860円（①②合計額） 

÷５人（利用児童数） 

＝9,770円（1人当たり単価） ・処遇改善等加算Ⅱ－② 
6,110円×０人＝

０円 

 

 

 

【例⑤】小規模保育事業（Ａ型・Ｂ型）・事業所内保育事業（定員 19人以下）の場合 

（定員１９名）（標準時間認定児童あり） 

４月１日の 
利用児童数 

国基準 
保育士数 

標準時間 
対応分 

事業種別に 

基づく職員数 合計 

０歳児 ６人 ２人    

１歳児 ６人 
２人 

   

２歳児 ７人    

合計 １９人 ５人 

（配置基準の＋１人含む） 

０．４人 １．３人 ６．７人 

 ★算出基礎となる人数＝７人（６．７人を四捨五入した人数） 

「人数Ａ」＝７×１／３＝２人（２．３人を四捨五入した人数） 

「人数Ｂ」＝７×１／５＝１人（１．４人を四捨五入した人数） 

 ★加算見込額（月額） 

  5,460円（１人当たり単価）×19人＝103,740円 

・処遇改善等加算Ⅱ－① 
48,860円×２人＝

97,720円 
103,830円（①②合計額） 

÷19人（利用児童数） 

＝5,460円（1人当たり単価） ・処遇改善等加算Ⅱ－② 
6,110円×１人＝

6,110円 
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【例⑥】小規模保育事業（Ｃ型）の場合（定員１０名）（標準時間認定児童あり） 

４月１日の 
利用児童数 

国基準 
家庭的保育者数（3：1） 

標準時間 
対応分 

事業種別に 

基づく職員数 合計 

０歳児 

１０人 ３．３人 １歳児 

２歳児 

合計 １０人 ３．３人 ０．４人 １．６人 ５．３人 

★算出基礎となる人数＝５人（５．３人を四捨五入した人数）

「人数Ａ」＝５×１／３＝２人（１．６人を四捨五入した人数）

「人数Ｂ」＝５×１／５＝１人

★加算見込額（月額）

10,830円（１人当たり単価）×10人＝103,830円

・処遇改善等加算Ⅱ－①
48,860円×２人＝

97,720円 
103,830円（①②合計額） 

÷10人（利用児童数） 

＝10,380円（1人当たり単価） ・処遇改善等加算Ⅱ－②
6,110円×１人＝

6,110円 

２ 賃金改善計画書について 

制度の見直しが予定されているため、国の通知を踏まえ別途ご案内します 

３ 賃金改善実績報告書（処遇改善等加算Ⅱ）について 

制度の見直しが予定されているため、国の通知を踏まえ別途ご案内します 
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３ 職員処遇改善費 

Ⅰ 職員処遇改善費の制度の概要         

１ 趣旨 

  平成 29 年度から始まった処遇改善等加算Ⅱは、公定価格上の職員数全体の概ね３分

の１を対象とする制度となっており、必ずしも経験年数７年以上の全ての保育士等が対

象とならない制度となっていました。 

  また、横浜市の施設・事業所の保育士等の平均経験年数は８年となっており、７年以

上の全ての保育士等に月額４万円が支給されず、対象者が絞られていました。 

  そのため、平成 30 年度から市独自助成として、職員処遇改善費を助成し、経験年数

７年以上の全ての保育士等の賃金改善を行っています。 

 

２ 職員処遇改善費について 

  職員処遇改善費は、国の公定価格における処遇改善等加算Ⅱと併せて、経験年数７年

以上の全ての保育士等に月額４万円の賃金改善を実施することを目的とした本市独自

助成です。 

 

３ 要件 

（１）申請 

   処遇改善等加算Ⅰの賃金改善要件分・キャリアパス要件分及び処遇改善等加算Ⅱ

を適用した施設・事業所のみが職員処遇改善費を申請することができます。ただし、

処遇改善等加算Ⅱの加算額について、当該施設・事業所から同一法人内の他の施設・

事業所をまたぐ配分を実施する場合は、職員処遇改善費は申請することができませ

ん。 

（２）研修要件 

   処遇改善等加算Ⅱと同様に、原則※受講することが必要です。 

   ※国は 2022年度を目途に研修要件を必須化することとし、2021年度までの間は要

件を課さないことから、職員処遇改善費の研修要件も同様の取り扱いとします。 

（３）給与の支払い（賃金改善）方法 

   処遇改善等加算Ⅱと同様に、原則決まって毎月支払われる手当等により行われるも

のとします。 

（４）給与支給額（賃金改善）の上限 

   職員処遇改善費は、処遇改善等加算Ⅱと併せて月額４万円を上限としてください。

また、賃金改善額は、月額５千円以上４万円以下となるように分配してください。 

（５）発令・職務命令 

   処遇改善等加算Ⅱと同様の発令や職務命令は求めませんが、園の状況により必要な

場合は役職名の発令や職務命令を行ってください。 

（６）加算見込額と賃金改善見込額 

   賃金改善見込額が加算見込額以上であることが必要です。 
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（７）基準年度

制度の見直しが予定されているため、国の通知を踏まえ別途ご案内します。

Ⅱ 職員処遇改善費の加算の手続き 

 職員処遇改善費は、１年をとおして「加算認定申請」「賃金改善計画の策定」「賃金改善

実績の確認」の３回にわたって資料提出を行っていただく必要があります。提出書類の流

れは、処遇改善等加算Ⅰ及びⅡと同じです。なお、様式は処遇改善等加算Ⅱの様式の中に

組み込まれます。 

１ 職員処遇改善費の金額について 

  職員処遇改善費は、 

  加算対象職員数×単価で計算します。 

（１）加算対象職員数の考え方

職員処遇改善費の加算対象職員数は、

「処遇改善等加算Ⅰの加算率認定申請書（処遇改善等加算Ⅰ）（第１号様式の１）

で記載された職員のうち経験年数７年０か月以上の職員（※）の人数」―「処遇改

善等加算Ⅱにおける人数Ａ」 

で計算します。 

※対象となる職種は、処遇改善等加算Ⅰの加算率認定申請書（処遇改善等加算Ⅰ）

（第１号様式の１）に記載された職員のうち「保育士」「保育教諭」「教諭」「保健

師・助産師・看護師・准看護師」に限ります。なお、「副園長・教頭」で幼稚園教

諭免許を有する職員は、「教諭」を選択し、家庭的保育者や家庭的保育補助者で保

育士資格を有する職員は、「保育士」を選択してください。 

※「処遇改善等加算Ⅰの加算率認定申請書（処遇改善等加算Ⅰ）（第１号様式の１）」

の「ア現に勤務する施設・事業所の経験年数」と「イその他の施設・事業所の総経

験年数」を足し合わせた「ウ合計ア+イ」が「７年０か月」以上の職員が対象とな

ります。 

※加算対象職員数の計算でマイナスとなる場合は、職員処遇改善費は支給されませ

ん。 

５～７月

加算認定申請

10～11月頃

賃金改善計画の策定

翌年８～９月頃

賃金改善実績の報告

※処遇改善等加算Ⅱの加算対象職員数等認定の通知後からの請求について

 認定した「加算対象職員数」と、事前の請求で使用していただいた「加算対象

職員数」で変更があった場合には、認定した「加算対象職員数」で過誤・再請求

をしていただく必要があります。
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（２）職員処遇改善費の単価 

   職員処遇改善費の単価は、法定福利費等の事業主負担増加額を含み 

  50,000 円です。 

 

２ 加算認定申請について 

  職員処遇改善費を適用する施設は、「加算認定申請書（処遇改善等加算Ⅱ及び職員処

遇改善費）（第５号様式）」を作成し、市に提出します。申請における加算対象人数の考

え方については、「Ⅱ１（１）加算対象職員数の考え方」をご確認ください。 

 

３ 賃金改善計画について 

  職員処遇改善費の適用を受ける施設・事業所は「賃金改善計画書（処遇改善等加算Ⅱ

及び職員処遇改善費）（第６号様式）」を策定し、計画を職員に周知し、賃金改善の対象

者から署名をもらった上で市に提出します。 

  計画策定にあたっては、積算表で算出した加算見込額以上の賃金改善見込額を積算し、

それに基づく改善を行うことが必要です。 

  給与の改善方法や改善額及び改善を行う範囲は、要件を超えない範囲で、施設・事業

所の実情に応じて決定します。 

  なお、「賃金改善計画書（処遇改善等加算Ⅱ及び職員処遇改善費）（第６号様式(添付

資料)）」も合わせて提出していただきます。 ※「積算表」はＨＰに掲載します。 

（１）賃金改善の要件 

   賃金改善の要件は、「Ⅰ３ 要件」をご確認ください。 

 

（２）賃金改善の対象範囲（重要） 

   対象となる職員は、処遇改善等加算Ⅰの加算率認定申請書（処遇改善等加算Ⅰ）（第

１号様式の１）に記載された職員（当該年度４月１日現在、施設・事業所に勤務する

全ての常勤職員、または１日６時間以上月 20 日以上勤務している職員）のうち経験

年数７年０か月以上の「保育士」「保育教諭」「教諭」「保健師・助産師・看護師・准

看護師」に限ります。なお、経験年数７年０か月以上の職員（※）のみを対象に、職

員処遇改善費を分配してください。なお、園長・施設長は対象とはなりません。 

   ※経営に携わる法人の役員等を兼務している職員も含みます。ただし、本加算を役

員報酬に充てることはできません。 

 

（３）賃金改善を行う給与項目と改善内容 

   「賃金改善計画書（処遇改善等加算Ⅱ及び職員処遇改善費）（第６号様式）」には賃

金改善を行う項目の種類（基本給や手当）及び金額、賃金改善の方法を具体的に記載

します。 

   賃金改善の内容によっては、給与規定の変更や社会福祉法人等の場合は理事会での

承認が必要となる場合がありますので、ご注意ください。 
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（４）賃金改善を行う場合の加算見込額の算定

賃金改善見込額は、加算見込額以上になるように『賃金改善計画書（処遇改善等加

算Ⅱ及び職員処遇改善費）』を策定します。当該改善額に伴う法定福利費等の事業主

負担増加額を含み、処遇改善等加算Ⅰ及びⅡに係る賃金改善見込額を除きます。 

（５）差額

賃金改善の実施に要した費用が、加算実績額に満たず、残額が生じている場合は、

その全額を一時金等により、翌年度の賃金改善に充ててください。 
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（６）処遇改善等加算Ⅱ及び職員処遇改善費の配分イメージ 

  ※経験年数７年以上の職員の対象となる職種は、「保育士」「保育教諭」「教諭」「保健

師・助産師・看護師・准看護師」に限ります。 

  ※実際の職員処遇改善費の助成額は、法定福利費分も含んだ金額として加算対象職員

数×５万円となります。 

 

   ＜パターン①＞ 

   経験年数７年以上の職員（※）：９人 

   人数Ａ：５人 

   職員処遇改善費の対象職員：４人（９人―５人） 

 

役職名等 経験年数 処遇改善等加算Ⅱ 

（人数Ａ） 

職員処遇改善費 合計処遇改善額

（月額） 

主任保育士 25年  ４０，０００円 ４０，０００円 

副主任保育士 18年 ４０，０００円  ４０，０００円 

専門リーダー① 15年 ４０，０００円  ４０，０００円 

専門リーダー② 13年 ４０，０００円  ４０，０００円 

専門リーダー③ 12年 ４０，０００円  ４０，０００円 

専門リーダー④ 11年 ４０，０００円  ４０，０００円 

専門リーダー⑤ 10年  ４０，０００円 ４０，０００円 

専門リーダー⑥ ９年  ４０，０００円 ４０，０００円 

専門リーダー⑦ ７年  ４０，０００円 ４０，０００円 

    

  枠内の職員のみ発令・職務命令が課されます。 

 

 

   ＜パターン②＞ 

   経験年数７年以上の職員（※）：５人 

   人数Ａ：２人 

   職員処遇改善費の対象職員：３人（５人―２人） 

 

役職名等 経験年数 処遇改善等加算Ⅱ 

（人数Ａ） 

職員処遇改善費 合計処遇改善額

（月額） 

主任保育士 25年  ４０，０００円 ４０，０００円 

副主任保育士 10年 ４０，０００円  ４０，０００円 

専門リーダー① ８年 ２０，０００円 ２０，０００円 ４０，０００円 

専門リーダー② ８年 ２０，０００円 ２０，０００円 ４０，０００円 

専門リーダー③ ７年  ４０，０００円 ４０，０００円 

    

  枠内の職員のみ発令・職務命令が課されます。 
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＜パターン③＞ 

経験年数７年以上の職員（※）：５人 

人数Ａ：４人 

職員処遇改善費の対象職員：１人（５人―４人） 

役職名等 経験年数 処遇改善等加算Ⅱ 

（人数Ａ） 

職員処遇改善費 合計処遇改善額

（月額） 

副主任保育士 10年 ４０，０００円 ４０，０００円 

専門リーダー① ８年 ４０，０００円 ４０，０００円 

専門リーダー② ８年 ２０，０００円 ２０，０００円 ４０，０００円 

専門リーダー③ ７年 ２０，０００円 １０，０００円 ３０，０００円 

専門リーダー④ ７年 ２０，０００円 １０，０００円 ３０，０００円 

専門リーダー⑤ ６年 ２０，０００円 ２０，０００円 

  すべての人に発令・職務命令が課されます。 

＜パターン④＞ 

経験年数７年以上の職員（※）：５人 

人数Ａ：３人 

職員処遇改善費の対象職員：２人（５人―３人） 

役職名等 経験年数 処遇改善等加算Ⅱ 

（人数Ａ） 

職員処遇改善費 合計処遇改善額

（月額） 

主任保育士 25年 ３０，０００円 ３０，０００円 

副主任保育士 10年 ４０，０００円 ４０，０００円 

専門リーダー① ８年 ４０，０００円 ４０，０００円 

保育士① ８年 ３０，０００円 ３０，０００円 

保育士② ７年 ２０，０００円 ２０，０００円 

専門リーダー

（栄養士）② 

６年 ４０，０００円 ４０，０００円 

  枠内の職員のみ発令・職務命令が課されます。 
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（７）賃金改善計画の職員への周知 

   各施設・事業所は全職員に対して、賃金改善計画を周知しなければなりません。全

職員に説明をした後、「賃金改善確認書（第２号様式の３）」により、賃金改善の対象

者から署名をもらい、写しを取ったうえで原本を市に提出します。 

   ※実績報告の際は、賃金改善の対象者から再度署名をもらうことになりますので、

写しは必ず保管してください。 

 

４ 賃金改善実績報告書（職員処遇改善費）について 

  賃金改善実績の報告は、策定した賃金改善計画に基づき、１年をとおして賃金改善を

実施した後、その実績を『賃金改善実績報告書（処遇改善等加算Ⅱ及び職員処遇改善費）

（第７号様式）』にて市に報告します。 

  記載については、処遇改善等加算Ⅱと同様です。 

 

５ 加算に係る使途 

  処遇改善等加算Ⅰ及びⅡの賃金改善要件分と同様に、職員処遇改善費に係る加算額に

ついても、確実に職員の賃金改善に充てるものとします。 

 

６ 虚偽等の場合の返還措置 

  施設・事業者が虚偽又は不正の手段により加算を受けた場合には、市長が当該施設・

事業所に対してすでに支給された加算額の全部または一部の返還措置を講じることと

します。 
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【参考】H29からの処遇改善等加算Ⅱの変更点と横浜市独自助成の配分イメージ 

（保育所の場合のイメージ） 

人数Ａ・・・５人 

人数Ｂ・・・３人 

【平成 29年度】 

役職名等 

処遇改善
等加算Ⅰ
における
経験年数 

公定価格 
（処遇改善等加算Ⅱ） 

主任保育士 18年 ２０，０００円 

副主任保育士 15年 ４０，０００円 

専門リーダー① 12年 ４０，０００円 

専門リーダー② 10年 ３０，０００円 

専門リーダー③ ９年 ３０，０００円 

専門リーダー④ ８年 ２０，０００円 

専門リーダー⑤ ７年 ２０，０００円 

職務分野別リーダー① ６年 ５，０００円 

職務分野別リーダー② ５年 ５，０００円 

職務分野別リーダー③ ４年 ５，０００円 

保育士Ａ ３年 

保育士Ｂ ２年  

保育士Ｃ １年 

計 ２１５，０００円 

（保育所の場合のイメージ） 

人数Ａ・・・５人 

人数Ｂ・・・３人 

  市独自・・・２人 

【平成 30年度以降】 

 

役職名等 

処遇改善
等加算Ⅰ
における
経験年数 

公定価格 
（処遇改善等 

加算Ⅱ） 

横浜市 
独自助成 

※ 

合計処遇改善額 
（処遇Ⅱ＋独自）

【月額】 

主任保育士 18年 ０円 ２０，０００円 ２０，０００円 

副主任保育士 15年 ４０，０００円 ４０，０００円 

専門リーダー① 12年 ４０，０００円 ４０，０００円 

専門リーダー② 10年 ３０，０００円 １０，０００円 ４０，０００円 

専門リーダー③ ９年 ３０，０００円 １０，０００円 ４０，０００円 

専門リーダー④ ８年 ２０，０００円 ２０，０００円 ４０，０００円 

専門リーダー⑤ ７年 ２０，０００円 ２０，０００円 ４０，０００円 

職務分野別リーダー① ６年 １０，０００円 １０，０００円 

職務分野別リーダー② ５年 １０，０００円 １０，０００円 

職務分野別リーダー③ ４年 １０，０００円 １０，０００円 

職務分野別リーダー④ ３年 ５，０００円 ５，０００円 

保育士Ｂ ２年 ０円 

保育士Ｃ １年 ０円 

計 ２１５，０００円 ８０，０００円 ２９５，０００円 

人数Ａのうち１／２が 

４０，０００円改善は変更なし 

人数Ｂ以上に職務分野別リーダーを発令することも可能。 

また、職務分野別リーダーに５，０００円以上の賃金改善することも可能。 

ただし、副主任保育士及び専門リーダーの賃金改善額のうち最も低い額を超えない範囲とする。 

※イメージでは専門リーダー④と⑤が２０，０００円の改善となっているため、

この２０，０００円を超えない範囲で職務分野別リーダーの賃金改善が可能。

※処遇改善等加算Ⅱの加算額について、当該園から同一事業者内の他の施設・事業所への配分を実施する場合は、

横浜市独自助成は対象外となりますので、申請・計画作成にあたってはご注意ください。

４分野の研修を修了する必要あり（本市独自

助成対象者も同様） 

※令和３年度までは研修要件は課さない

１分野の研修を修了する必要あり 

※令和３年度までは研修要件は課さない

人数Ｂへの配分
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第１号様式の１

横浜市長

印

1

2

％
選
択 ％

選
択

％

年 ％

ア イ ウ

1 年
か
月

年
か
月

年
か
月

2 年
か
月

年
か
月

年
か
月

3 年
か
月

年
か
月

年
か
月

4 年
か
月

年
か
月

年
か
月

～ 年
か
月

年
か
月

年
か
月

59 年
か
月

年
か
月

年
か
月

60 年
か
月

年
か
月

年
か
月

人 年
か
月

年

％

人

注１）　賃金改善要件分を申請しない場合は、②を「否」とすること。
注２）

注３）

注４）　個々の職員の経験年数の算定に当たっては、各年度４月１日現在により算定すること。
注５）　常勤職員又は１日６時間以上かつ月20日以上勤務している非常勤職員を記載すること。
注６）

施設・事業種別 認可保育所

施設・事業所番号 1410051000000

施設・事業所名称 横浜A保育園

加算率認定申請書（処遇改善等加算Ⅰ）（2020年度）

市　　町　　村　　名 横浜市 中 区

年　　　　月　　　　日

代表職・氏名 理事長　横浜　花子

　当該年度の処遇改善等加算Ⅰに係る加算率の認定について、次のとおり申請します。また、次の事項につい
て相違ありません。

　その他の社会福祉施設の総経験年数については、個々の履歴を確認の上、積算対象施設を記載した『職員
履歴報告書（処遇改善等加算Ⅰ）（Ａ票）（第１号様式の２）』や『職員状況報告書（処遇改善等加算Ⅰ）
（Ｂ票）（第１号様式の３）』を別途提出し、内容を確認していること。

　当該年度４月１日現在、産休・育休の職員がいる場合は有給・無休問わず記載すること。病休・休職の職
員がいる場合は、有給の場合のみ記載していること。

①　平均経験年数
（C欄）をもとに適用
される基礎分の値

　②　賃金改善要件分の値
③が否の場合は、キャリアパス

要件分の値を減じること。

施設・事業所に適用される
加算率（①＋②）

③キャリア
パス要件

利用定員 60 地域区分 16/100 開設年月日 昭和45年4月1日

12 適 7 適 19

④　保育所における経過措置を適用させる場合
平成26年度の
平均経験年数

前年度賃金改善
要件分の値

横浜　花恵 女 昭和55年5月1日 保育士 平成24年4月1日

その他の施設・
事業所の
総経験年数

合計　ア＋イ

横浜　太郎 男 昭和25年4月1日 園長・施設長 昭和45年4月1日 50

氏　　　　名 性別 生年月日 職　種
現に勤務する
施設・事業所
の勤務開始日

現に勤務する
施設・事業所の
経験年数

8 1 10 18 1

1 50 1

横浜　花代 女 平成2年7月1日 保育従事者（無資格） 令和2年4月1日

横浜　次郎 男 昭和60年6月1日 保育士 平成24年5月1日 5 138

合　　　　計
　　Ａ 　　Ｂ

4 81 2

職員処遇改善費
の対象となる人数

（注６）
2

　職員処遇改善費の対象となる人数は、職種が「保育士」「保育教諭」「教諭」「保健師・助産師・看護
師・准看護師」で、経験年数が７年０か月以上の職員とする。

　平成26年度に「保育士等処遇改善臨時特例事業」を実施した保育所で、別紙の「保育所における経過措
置に係る賃金改善要件分適用表」に該当する場合は、②の賃金改善要件分の値を⑤の経過措置の加算率に
することができる。
　職員１人あたりの平均経験年数のC欄の算定に当たっては、６か月以上の端数は１年とし、６か月未満
の端数は切り捨てるものとすること。

職員１人当り
平均経験年数

　　（算式）　Ｂ÷Ａ＝Ｃ
　　　　　　　（６月以上の端数は切り上げ）

Ｃ 20

平均経験年数（C欄）
をもとに適用される

基礎分の値
12

印鑑の押し忘れ

にご注意ください。

必ず「適」「否」の選択

をしてください。

必ず入力してくださ

い。

※職種について

「副園長・教頭」で

幼稚園教諭免許を

有する職員は、「教

諭」を選択し、家庭

的保

育者や家庭的保育

補助者で保育士資

格を有する職員は、

「保育士」を選択し

てください。

また、認定こども園

の場合は「保育教

諭」を選択してくだ

さい。

※現に勤務する施

設・事業所の勤務

開始日について

入社日ではなく、

「一日６時間かつ

月20日以上の勤

務」の条件が満た

された勤務開始日

です。

当該年度か確認

してください。
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第１号様式の２

職員履歴報告書（処遇改善等加算Ⅰ）（A票）

※ＮＯ欄は記入しないでください
【現在の勤務施設・状況】

注１）

注２） 　『加算率認定申請書（処遇改善等加算Ⅰ）（第１号様式の１）』の職種欄と一致すること。

【その他の施設の勤務履歴】
注１）　積算対象の施設における勤務歴のみ記入すること。
注２）　自施設での過去の勤務歴も記入すること。
注３）　直近のものから順番に遡って記入すること。
注４）　休職から復帰の場合は、休職取得前の経歴を【過去の勤務歴】に記入すること。
注５）　常勤職員又は１日６時間かつ月20日以上勤務していた施設のみ記入すること。

ＮＯ

秘

施 設 名 横浜A保育園 (ﾌﾘｶﾞﾅ)

氏　名

ヨコハマ　ジロウ

性別

↓選択

横浜　次郎 男勤　務
開始日

→
選
択

平成 24 年 5 月 1 日

年 6 月 1 日職　種 保育士 生年月日

↑

選
択

昭和 60

　職員欄は、「園長・施設長」、「副園長・教頭」、「保育教諭」、「教諭」、「保育士」、「保育従事者（無資格者）」、「栄養
士」、「調理員」、「保健師・助産師・看護師・准看護師」、「事務職員」、「家庭的保育者」、「家庭的保育補助者」、「子
育て支援員」、「その他職員」の中から記入すること。

資

格

欄

資 格 の 種 類 取 得 年 月 日

表

彰

欄

表 彰 の 種 類 受 賞 年 月 日

保育士
↓選択

12 日
平成

幼稚園教諭１種
↓選択

12 年 4 月 1

↓選択
年 月年 4 月 1 日

月 日
平成
↓選択

年

日
↓選択

年

日月 日
↓選択

↓選択
年 月

年 月

月 日日
↓選択

年

横浜市中区港町〇-〇

施設種別
幼稚園、保育所、

認定こども園
小規模保育、家
庭的保育事業

学校、
専修学校

児童福祉
施設

※国や市の表彰者の推薦のための参考とさせていただく場合があります。

右記の年数を別紙様式１の対象者の
イ「その他の施設・事業所の経験年数」に記入 ⇒ その他の施設・事業所の

総経験年数
10 年 0

か
月

⇒該当種別に○ ○
①

施設名称 横浜B保育園 所在地

職　　種 保育士 勤務期間 2006年4月1日

高齢福祉
施設

障害福祉
施設

横浜保育室、認
可外保育所等

病院、診療所 その他（ ）

施設①
の経験年数

6 年 0
か
月～ 2012年3月31日

幼稚園、保育所、
認定こども園

小規模保育、家
庭的保育事業

学校、
専修学校

児童福祉
施設

高齢福祉
施設

障害福祉
施設②

施設名称 学校法人神奈川 所在地 神奈川県

施設種別
横浜保育室、認
可外保育所等

病院、診療所 その他（ ）

⇒該当種別に○

職　　種 保育士 勤務期間 2002年4月1日 ～ 2006年3月31日
施設②

の経験年数

児童福祉
施設

高齢福祉
施設

障害福祉
施設

横浜保育室、認
可外保育所等

病院、診療所 その他（ ）
～

施設名称 所在地

施設種別
幼稚園、保育所、

認定こども園
小規模保育、家
庭的保育事業

学校、
専修学校

4 年 0
か
月

職　　種 勤務期間 ～

⇒該当種別に○

施設③
の経験年数

０ 年 ０
か
月

⑩

施設名称 所在地

施設種別
幼稚園、保育所、

認定こども園
小規模保育、家
庭的保育事業

その他（　　　　　　　　　　　　　　）

⇒該当種別に○

学校、
専修学校

児童福祉
施設

高齢福祉
施設

障害福祉
施設

横浜保育室、認
可外保育所等

病院、診療所

０
か
月

職　　種 勤務期間 ～
施設⑩

の経験年数
０ 年

必ず入力してくださ

い。

※現在の勤務施

設・状況

申請書とＡ票の内

容は必ず一致させ

ます。

（誤）所在地が不明瞭

（誤）施設名称誤り

（法人名が記載さ

（誤）職種が誤り （誤）施設種別が未選

・対象となる施設種別である。 ※注１）参照

・対象となる働き方をしていた。 ※注５）参照

の２点が確認でき、かつ在職証明書のコピー等の挙証

資料がある勤務履歴のみ記入してください。

勤務履歴を記入する際は、必ず事前に処遇改善等加

算の説明テキストをお読みください。

正

誤

重要
在職証明書のコピー等、勤務履歴

の確認資料は施設で確実に保管し

てください。

申請書に添付して提出はしないの

でご注意ください。

-34-



第１号様式の３

横浜市長

（前年度４月２日から4月１日までに変更があった職員）

注１） 　同一法人経営の施設・事業所での異動は「異動」とすること。
注２）

注３）

注４）

注５） 　変更事項が「その他」の場合は備考欄に記載すること。

職員状況報告書（処遇改善等加算Ⅰ）（B票）

市町村 横浜市 中 区

年　　　月　　　日

代表者職・氏名 理事長　横浜　花子

氏名 変更事項 変更前 変更後 変更（退職）年月日 備考

施設・事業種別 認可保育所
施設・事業所番号 1410051000000
施設・事業所名称 横浜A保育園

年 9 月 1 日横浜　花恵 氏名 神奈川 横浜 西暦 2019

年 3 月 31 日横浜　三郎 退職※１ 西暦 2020

年 3 月 31 日横浜　四郎 異動 西暦 2020

年 3 月 31 日 勤務時間短縮横浜　五郎 退職※１ 西暦 2020

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

　注２の場合、翌年度以降再び平均経験年数の算定対象となった場合は改めて『加算率認定申請書（処遇改
善等加算Ⅰ）（第１号様式の１）』及び『職員履歴報告書（処遇改善等加算Ⅰ）（A票）（第１号様式の２）』を提出す
ること。

　休職は「無休」の場合のみ記入すること。復職した場合は、改めて『加算率認定申請書（処遇改善等加算Ⅰ）
（第１号様式の１）』及び『職員履歴報告書（処遇改善等加算Ⅰ）（A票）（第１号様式の２）』を提出すること。

年 月 日

　勤務時間の短縮等により、平均経験年数の算定対象外となった職員は、変更事項を「退職」とし、備考欄に
「勤務時間短縮」等の詳細を記載すること。

秘

変更事項がある場

合、必ず入力してく

ださい。

以下、注意事項を

必ず読んだうえで

作成してください。
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第２号様式の１

横浜市長

印

　下記について、全ての職員に対し周知をしたうえで、提出していることを証明いたします。

（１） 賃金改善について

NG

年 4 月 1 日 ～ 年 3 月 31 日

（２） 保育士、幼稚園教諭、保育教諭に係る賃金改善について
（※家庭的保育事業、小規模保育事業C型の家庭的保育者を含む）

年 月

年 月

（３） （２）以外の職員に係る賃金改善について

年 月

年 月

賃金改善計画書（処遇改善等加算Ⅰ）（　　2020　　年度）
2020年　　〇月　　〇日

市町村 横浜市 中 区
施設・事業種別 保育所

施設・事業所番号 1410051000000
施設・事業所名称 横浜A保育園
代表者職・氏名 理事長　横浜　花子

①

加算見込額 ①≦②

処遇改善等加算【国】（1,000円未満切り捨て）

職員配置加算【市】（1,000円未満切り捨て）

① 賃金改善見込額 b

② 賃金改善見込総額 b+c

③ 賃金改善実施期間 令和 2 令和 3

④ 前年度処遇改善等加算加算実績額繰越金 a

※処遇改善等加算Ⅱの適用を受ける場合の「賃金改善見込額総額」欄については、処遇改善等加算Ⅱに係
る賃金改善見込額（第６号様式の（１）②の合計欄の金額）を差し引いた金額を記入すること。

☑ 手当（　〇〇手当　　）

※処遇改善等加算Ⅱの適用を受ける場合の「賃金改善見込額」欄については、処遇改善等加算Ⅱ
に係る賃金改善見込額のうち、教育・保育従事者に係る金額を差し引いた金額を記入すること。

その他（　　　　　）

4

3 3

③

賃金改善内容 期間： 令和 2
（留意点）
一人当たりの賃金改善月額などについても可能な限
り記載すること。なお、当該改善額は見込かつ全体の
平均で、法定福利費等の増加額も含み税引き前であ
るため、実際の個々人の手取り額とは必ずしも一致し
ない。

～ 令和

詳細： （できる限り具体的に記入すること。）

・一人あたり○○円の基本給改定
・一人あたり△△円を一時金として支給

etc…

②

賃金改善を行う給与項目 ☑ 基本給

（該当する項目に☑を付すこと。手当等につい
ては、具体的名称を記載すること。） □ 賞与（一時金・その他（ 　））

□

① 賃金改善見込額 c

②

賃金改善を行う給与項目 ☑ 基本給

（該当する項目に☑を付すこと。手当等につい
ては、具体的名称を記載すること。）

☑ 手当（　　○○手当　　　）

□ 賞与（一時金・その他（ 　））

□ その他（ ）

③

賃金改善内容 期間： 令和 2

（できる限り具体的に記入すること。）

・一人あたり○○円の基本給改定
・一人あたり△△円を一時金として支給

etc…

※処遇改善等加算Ⅱの適用を受ける場合の「賃金改善見込額」欄については、処遇改善等加算Ⅱに係る賃
金改善見込額のうち、教育・保育従事者以外の職員に係る金額を差し引いた金額を記入すること。

4
（留意点）
一人当たりの賃金改善月額などについても可能な限
り記載すること。なお、当該改善額は見込かつ全体の
平均で、法定福利費等の増加額も含み税引き前であ
るため、実際の個々人の手取り額とは必ずしも一致し
ない。

～ 令和 3 3

詳細：

2020年度賃金改善計画書における加算見込額の計算がわかるもの（例：

「2020年度処遇改善等加算Ⅰ加算見込額積算表」）から金額を転記してく

ださい。配分を行う場合、【国】分の金額は内訳表の「配分調整後の加算

見込額（Ｂ）（自施設分）となります。

加算見込額以上の金額になっているか確認してください。（自動計算）

2019年度の「賃金改善実績報告書（処遇改善等加

算Ⅰ）」（１）④「加算実績額と賃金改善に要した費用

の総額との差額（①－③）」を転記してください。（０

円の場合は記載不要）。

2019年度の「賃金改善実績報告書（処遇改善等加

算Ⅰ）」提出時にも報告していただきますので、2020
年度中に確実に支給してください。

印鑑の押し忘れ

にご注意ください。

どのような形で賃金改善を行うのか、該

当する項目に☑をしてください（複数可）。

手当の場合は手当の名称、その他の場

合は具体的な名称を記入してください。

実現可能な金額を書いてください。

（前年度残額の配分額は含みません）

印

どのような形で賃金改善を行うのか、該

当する項目に☑をしてください（複数可）。

手当の場合は手当の名称、その他の場

合は具体的な名称を記入してください。

実現可能な金額を書いてください。

（前年度残額の配分額は含みません）

当該年度か確認してください。
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第２号様式の２

横浜市長

印

注１）　当初の加算見込額（積算表で算出した金額）を記入すること。
注２）　配分調整後の加算見込額を記入すること。
注３）　合計金額が合致していること。
注４）
注５）　差額（A-B）の合計が0円であることを確認すること。

　当該施設・事業所の『賃金改善計画書（処遇改善等加算Ⅰ）（第２号様式の１）』（１）①に転記すること。

合計額 （注３） （注３）2,000,000円 2,000,000円

12

11

10

9

8

7

6

5

4

1,500,000円 -500,000円

3

2 東京都 新宿区 新宿Ｂ保育園 1,000,000円

1
横浜市
中区

神奈川県 500,000円500,000円

算出による加算見
込額（A)※1,000円

未満切り捨て

配分調整後の加算
見込額（B）

（注２・４）（注１）

1,000,000円横浜Ａ保育園

番号 都道府県 市区町村名 施設・事業所名
差額（A－B）

（注５）

保育所
1410051000000
横浜A保育園

理事長　横浜　花子

賃金改善計画書（処遇改善等加算Ⅰ）（内訳表）（　2020　年度）

市町村 区横浜市 中

2020年　　〇月　　〇日

施設・事業所名称
代表者職・氏名

施設・事業種別
施設・事業所番号

同一法人が運営する施設・事業所間で配分する場合、記載してください。

配分しない場合は、記載する必要ありません。

配分を行うことができる金額は、「公定価格の処遇改善等加算Ⅰ（賃金改善要件分）」【国】分の

みです。

配分調整後の加算見込額（Ｂ）を計画書の（１）①「処遇改善等加算【国】」に転記してください。

1,000円未満

切り捨て
１円単位で

記載可能

印

印鑑の押し忘れ

にご注意ください。

この欄に金額が表示されないこと(０
円になること)を確認してください。

青字部分は同Excelファイル内にある「第２

号様式の１の」入力が自動反映します。

自施設を１番に

記入してください。
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第２号様式の３

横浜市長

印

印 印

注１）

注２）

注３） 　署名後、写しをとり保管すること。計画書提出時には原本を送付すること。
注４）

注５） 　処遇改善等加算Ⅰ・Ⅱ及び職員処遇改善費のどちらの対象者なのかを明記してください。なお、複
数が対象の場合は、対象となる加算（Ⅰ・Ⅱ・市）を記載してください。

Ⅰ・Ⅱ・
市注５

2020年　〇月　　〇日

19 年 月 日 年 月 日

　代表者は策定した「賃金改善計画」について、施設・事業所に勤務するすべての職員に対し周知し
た後、賃金改善の対象となる職員から、上記「実施計画時」欄に自署で署名を受けること。

　代表者は賃金改善実施後、実績報告時には、賃金改善計画時に保管していた「実施計画時欄に自
署で署名が書かれた写し」の「実績報告時」欄に自署で署名を受け、『賃金改善実績報告書（処遇改
善等加算Ⅰ）（第４号様式の１）』『賃金改善実績報告書（処遇改善等加算Ⅱ及び職員処遇改善費）
（第７号様式）』に添付し提出すること。

年 月 日

年 月 日

　「職種」欄には、「園長・施設長」「副園長・教頭」「保育士」「保育教諭」「教諭」「保育従事者（無資
格）」「栄養士」「調理員」「保健師・助産師・看護師・准看護師」「事務職員」「家庭的保育者」「家庭的
保育補助者」「子育て支援員」「その他の職員」の中から選択し、記入すること。

　　年　　月　　日

施設・事業所名
代表者名

　　年　　月　　日

施設・事業所名
代表者名

賃金改善確認書（　　2020　年度）

区

実施計画時
氏名（自署） 確認日

実績報告時
氏名（自署）

☑ 『賃金改善計画書(処遇改善等加算Ⅰ)（第２
号様式の１）』『賃金改善計画書（処遇改善等加算
Ⅱ及び職員処遇改善費）（第６号様式）』に基づ
き、賃金改善が行われることの説明を受けました。

□ 『賃金改善実績報告書（処遇改善等加算Ⅰ）
（第４号様式の１）』『賃金改善実績報告書（処遇
改善等加算Ⅱ及び職員処遇改善費）（第７号様
式）』に基づき、賃金改善が行われたことを確認い

代表者職・氏名 理事長　横浜　花子

市町村 横浜市 中
施設・事業種別 保育所

施設・事業所番号 1410051000000
施設・事業所名称 横浜A保育園

例 常勤 保育士 横浜　太郎 横浜　太郎

NO 雇用形態 職種 確認日

○ 年 ○ 月 ○ 日 ● 年
Ⅰ・
市

2

年1 月 日

年 月 日

日

月

4

3 年 月 日

年 月 日

6

5 年 月

月 日

年 月

8

7 年 月 日

年 月 日

10

9 年 月

年 月 日

日

12

11 年 月 日

年 月 日

日

14

13 年 月

年 月 日

日

16

15 年 月 日

年 月 日

20 年

18

17 年 月

年 月 日

月 日

年

日

日

日

日

日

年

年

日

● 月 ● 日

年 月

月 日

年 月 日

年 月

日

日

年 月 日

年 月

日

年 月

年 月 日

年 月

日年 月

日

年 月 日

年 月

日

年 月

年 月

年 月

職員の確認日以降の日付に

なっていることを確認して下

さい。

記入しません。

☑を忘れないよ

うにしてください。

印

賃金改善計画の内容を職員全員に周

知し、賃金改善の対象となった方から

署名をもらってください。（確認書につい

ては処遇改善加算Ⅱ及び職員処遇改

善費の計画書提出時に併せていただ

いても可能です。）

署名をもらった原本は横浜市へ提出し

ていただきます。

年度終了後に提出する実績報告でも併

せて提出する書類です。そのため、提

出前に必ず写しをとり、写しを施設・事

業所で保管してください。

印

印鑑の押し忘れ

にご注意ください。

印鑑の押し忘れ

にご注意ください。
青字部分は同Excelファイル内

にある「第２号様式の１の」入

力が自動反映します。

どの賃金改善の対象者なのかを必ず明記し

てください。複数の加算が対象の場合は、

対象となる加算（Ⅰ・Ⅱ・市）全てを記載して

ください。
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第３号様式

横浜市長

印

キャリアパスに関する要件について
　次の内容について、当てはまるものに○を付けること。太枠内（該当・非該当）にレ点を入れること。
　（①及び②に該当していれば本要件を満たす。）
①次のaからcまでのすべての要件を満たす。

a 職員の職位、職責又は職務内容等に応じた勤務条件等の要件を定めている。（注１）

b 職位、職責又は職務内容等に応じた賃金体系について定めている。（注２）

c 就業規則等の明確な根拠規定を書面で整備し、すべての職員に周知している。（注３）

注１）　①aの勤務条件とは、始業・就業時刻、休憩時間、休日、休暇、退職、就業時転換のことをいう。
注２）　①bの賃金体系とは、賃金の決定・計算・支払いの方法、締日・支払の時期、昇給等のことをいう。
注３）　①cの就業規則は、労働契約就業規則に準じる。
注４）

＜資質向上のための目標設定について＞

＜具体的な取り組み内容＞

＜添付資料＞☑を入れてください。
☑　就業規則等勤務状況等が定められていることが分かるもの
☑　給与表や昇給・昇格等について記された賃金体系等がわかるもの
☑　当該年度の研修の目標と研修計画、能力評価の仕組みが分かるもの
☑　資質向上のための研修計画策定と実施、能力評価の仕組みが分かるもの

　新規施設・事業所又は新たに賃金改善要件が「適」となる施設・事業所は必ず挙証資料の提出をお願
いいたします。
　既存施設・事業所で昨年度も賃金改善要件（キャリアパス要件）が「適」だった場合は、内容変更がな
ければ挙証資料の再提出は必要ありません。なお、変更がある場合は、変更後の資料もしくは変更箇
所、変更内容が分かる資料の提出をお願いいたします。

　下記について、すべての職員に対し、周知したうえで、提出していることを証明いたします。

　保育所保育指針や幼稚園教育要領、幼保連携型認定こども園教育・保育要領に基づき、施設・事業所
の果たすべき役割をきちんと認識したうえで、各施設・事業所の特色、重視していること（強み）、これから伸
ばしていきたいところといった視点で、職員と意見交換を行って目標を策定してください。
　すでに、資質向上の目標がある場合も、この機会に職員との意見交換を行い、再度共有を図ってくださ
い。

　目標を達成するための具体的な取り組みは、目標に対応するよう、それぞれ経験年数や職位、階層ごと
に具体的に設定してください。
　保育所保育指針及び保育所保育指針解説書、幼稚園教育要領及び幼稚園教育要領解説や幼保連携
型認定こども園教育・保育要領及び幼保連携型認定こども園教育・保育要領解説で求められる職員の資
質や能力の習得及び向上のために必要な研修や取組を実施してください。
　また、市や各区で行う研修、国や各種団体が行う研修への参加機会を提供してください。さらに、研修実
施や参加だけでなく、業務を通じた研修（OJT）をどのように行うかといった視点を盛り込んだ研修計画であ
ることが望ましいと考えます。
　※個人で実施している家庭的保育事業等であっても、キャリアパス要件、就業規則、賃金体系、補助員
等の給与規定の整備や研修計画の策定・実施等ができていれば、適用になります。

☑　該当
□　非該当

　②eアは、記入に変えて各施設・事業所で定めた年間の研修計画及び研修参加計画を添付する
ことでも可。

代表者職・氏名 理事長　横浜　花子

施設・事業種別 保育所
施設・事業所番号 1410051000000
施設・事業所名称 横浜A保育園

区

キャリアパス要件届出書（処遇改善等加算Ⅰ）（　2020　年度）

市町村 横浜市 中

2020年　　〇月　　〇日

印

どちらかに☑を

つけてください。

キャリアパス要件を「否」にしている施設・事業所につ

いても、キャリアパス要件届出書の提出が必要です。

キャリアパス要件を「否」にしている施設・事

業所や既存施設で以前提出したものから内

容に変更が無い場合は☑は不要です。

印鑑の押し忘れ

にご注意ください。青字部分は同Excelファイル内にある「第２

号様式の１の」入力が自動反映します。
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第３号様式

全体

初任者
向け

中堅向
け

主任・
ベテラ
ン向け

指導職
員・管
理職層
向け

全体

初任者
向け

中堅向
け

主任・
ベテラ
ン向け

指導職
員・管
理職層
向け

②次のｄ及びｅの要件を満たす。
☑ 該当
□非該当

横浜A保育園横浜市 区中
施設・事業所

番号
1410051000000

施設・
事業所名

資格取得のための支援
の実施※当該支援の
内容について下記に記
載すること。

資質向上のための計画に沿って、研修機会の提供又は技術指導
等を実施するとともに、職員の能力評価を行っていること。研修実
施・参加、業務を通した指導（ＯＪＴ）、他施設・事業者や地域子育て
支援事業との交流等を記載すること。

職員との意見交換を踏まえた資質向上のための具体的な目標を策
定していること。

目指すべき姿（保育
理念・教育理念）

ｄ

ア イ
ｄの実現のための具体的な取り組み内容を計画していること。

e

どちらかに☑を

つけてください。

各施設・事業所の目指すべき姿（保育理念・教育理念）をご記入ください。

資質向上のための

具体的な目標を、

「全体」

「初任者向け」

「中堅向け」

「主任・ベテラン向け」

「指導職員・管理職層向け」

に分けてご記入ください。

ｄの実現に向けて、具体的な取

り組み内容（研修実施・参加、

業務を通じた研修（ＯＪＴ）等）を

計画していることなど、それぞ

れ平均経験年数や職位、階層

ごとにご記入ください（令和２年

度説明テキスト参照）。

幼稚園教諭免

許・保育士資格

等を取得しようと

する方に対する、

資格取得のため

の支援（研修受

講のための勤務

シフトの調整、休

暇の付与、費用

（交通費、受講料

等）の援助等）に

ついて記入してく

ださい。

②が「非該当」の場合、以下（ｄや ｅ ）の記入は不要です。
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区

※青色欄を記入してください。

※必ず賃金改善計画書と一緒に送付してください。

１　処遇改善等加算Ⅰ

加算見込額（円）

処遇改善等加算Ⅰ

所長設置加算

３歳児配置改善加算

休日保育加算

夜間保育加算

チーム保育推進加算

主任保育士専任加算

療育支援加算

事務職員雇上費加算

⑤

区分
適用
する
場合

年齢別単価

処
遇
改
善
等
加
算
分
単
価

(

円

)

基
本
加
算
②

加
減
調
整
部
分
③

1,970

-1,490 -930 -860

770 710 630
常態的に土曜日に閉所す
る場合（基礎分）

○ -1,560 -1,490

-320 -280 -250 -210
特
定
加
算
④ ④合計

12,25614,742 2,026 10,848 1,276 10,848 2,552 7,248

○

A

○

乳児 １歳児 ２歳児 ３歳児 ４歳以上児

2,744平均利用子ども数①×⑤

平均利用子ども数(人) 1.0

標準時間 短時間 標準時間

2.0 16.0 4.0

短時間標準時間

1,652
合計額（年額）

賃金改善要件分（②+③+④） 5,256,048

14,265,096
基礎分（②+③+④） 9,009,048

-870 -540 -500 -540

処遇改善等加算の単価の合計額(②+④)

-360

2,106 2,026 1,356 1,276 1,356 1,276

-500

906 826

-550 -480 -430

766

③合計（基礎分） -1,560

686

定員を恒常的に超過する場合 ―

-500 -540 -500 -320 -280
常態的に土曜日に閉所す
る場合（賃金改善要件
分）

○ -910 -870 -540 -250 -210

③合計（賃金改善要件分） -910
-930 -860

-930 -860 -930 -860 -550 -480 -430 -360

1,300 1,220 1,300 1,220 850②合計 2,050
70

60 60 60 60 60○ 60
210 40

60

80
○ 70 70

80 80 80 80 8080○ 80

賃金改善要件分 うちｷｬﾘｱﾊﾟｽ要件

平均経験年数 20 年 利用定員 60人 定員区分

80 80

職員配置加算【市】（1,000円未満切り捨て） 511,000

短時間 標準時間 短時間 標準時間 短時間

970 1,050 970 530 450

60

実施月数
（通常12月）

基礎分

2020年度 処遇改善等加算Ⅰ加算見込額積算表

※黄欄には加算見込額が表示されます。賃金改善計画書に加算見込額の数字をそのまま記入してください。

045-000-0000

令和2年3月18日 中
施設・事業種別 保育所
施設・事業所番号 1410051000000

担当者名 横浜　十蔵
電話番号

保育所 施設・事業所名 横浜A保育所

5,767,000
処遇改善等加算【国】（1,000円未満切り捨て） 5,256,000

12 月 12％

40
8
8

56

7％ ○

460 380
8.0 1.0 8.0 2.0 8.0① 7.0

○ 1,800 1,720 1,050

40 40 40 40 40 40 40 40 40
60 60 60

○ 70 70 70 70 70 70 70 70 70

必ず入力が必要です。

決定した平

均経験年数

を入力します。

各加算の適用状況を

選択してください（休

日保育加算について

は、決定した延べ利

用こども数を入力しま

す）。（太枠内）

年間の平均人数を推

定して入力します。

昨年度の実績や今年

度の増加傾向等をよく

考慮し入力してください。

該当の施設種別

か確認します。
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区
２　職員処遇改善費（市独自）

職員配置加算分（休日）

合計額（年額）

平均利用子ども数×職員処遇改善費の単価の合計 ①×⑥ 3,330 1,400 600
1,388,520

基礎分 876,960
賃金改善要件分 511,560

30職員配置加算分⑥ ○ 370 140

中 横浜A保育所

○ 760

処遇改善等加算Ⅰ

の市分です。

向上支援費の職員

配置加算が該当して

いる場合、「〇」にな

ります。
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区

１．処遇改善等加算Ⅱ

→ a. 人

人 ÷ 人

人 ÷ 人

人 ÷ 人

人 ÷ 人

→ b. 人

 （＋1.4） → c. 人

 （＋1） → d. 人

 （＋0.3） → e. 人

 （＋0.5） → f. 人

 （＋１） → g. 人

人

円

人

円

人

円

中

保育所

施設・事業種別 保育所
施設・事業所番号 1410051000000

担当者名 横浜　十蔵
電話番号 045-000-0000

施設・事業所名 横浜A保育園

2020年度 処遇改善等加算Ⅱ及び職員処遇改善費の
加算見込額積算表

利用定員 60人 定員区分 41～90人 2.5

　定員40人以下の場合「1.5」、41人～90人の場合「2.5」、
　　　　91～150人の場合「2.3」、151人以上の場合「3.3」

賃金改善実施月数 12 月

年齢別児童数

４歳以上児 10 30 ＝ 0.3

１、２歳児 10 6 ＝ 1.6

３歳児※ 10 15 ＝ 0.6

０歳児 10 3 ＝ 3.3

保育標準時間認定の児童の有無 ○ 1.4

主任保育士専任加算

合計（小数点第１位四捨五入）

― 0

6

  ※満３歳児配置改善加算を受ける場合は「１５」、受けない場合は「20」で除する。

３歳児配置改善加算 ○

― 0

チーム保育推進加算 ― 0

休日保育加算 ― 0

事務職員雇上加算

「人数Ａ」及び「人数Ｂ」の算定の基礎となる職員数
　　（ａ～ｇの合計：小数点第１位四捨五入） 10

各種加算
の

適用状況

加算見込額（合計）（1,000円未満切り捨て） 1,902,000

副主任保育士等「人数Ａ」 （小数点第１位四捨五入）
　　（「人数Ａ」及び「人数Ｂ」の算定の基礎となる職員数×１／３） 3

副主任保育士等の加算見込額（1,000円未満切り捨て）
　　（48,790円×「人数Ａ」×賃金改善実施月数） 1,756,000

職務分野別リーダー等「人数Ｂ」 （小数点第１位四捨五入）
　　（「人数Ａ」及び「人数Ｂ」の算定の基礎となる職員数×１／５） 2

職務分野別リーダー等の加算見込額（1,000円未満切り捨て）
　　（6,100円×「人数Ｂ」×賃金改善実施月数） 146,000

（小数点

第２位以下

切り捨て）

「４月の雇用状況表に記載の児童数」又は

「平均年齢別児童数計算表で計算した児

童数」のどちらかを入力します。

４月時点における適用状況

必ず入力してくだ

さい。
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２．職員処遇改善費

人

人

人

円

円

※処遇改善等加算Ⅰの加算率認定申請書（処遇改善等加算Ⅰ）（第１号様式の１）で記載さ
れた経験年数７年０か月以上の職員のうち、「保育士」「保育教諭」「教諭」「保健師・助産師・
看護師・准看護師」に限ります。

賃金改善実施月数 12 月

加算見込額（③×50,000円×賃金改善実施月数） 600,000

職員処遇改善費（月額）（③×50,000円） 50,000

職員処遇改善費の対象となる職員数①※ 4

処遇改善等加算Ⅱの人数Ａ② 3

職員処遇改善費の加算対象職員数「人数Ｃ」（①－②）③ 1

必ず入力してくだ

さい。

加算率認定申請書

（処遇改善等加算

Ⅰ）の「職員処遇改

善費の対象となる人
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第５号様式

横浜市長

印

下記について、相違ないことを証明いたします。

（１）処遇改善等加算Ⅱの要件について
次の内容について、「該当」「非該当」を選択してください。

加算額の算定に用いる職員数について

３歳児配置改善加算

保育標準時間認定の児童の有無

主任保育士専任加算

事務職員雇上加算

休日保育加算

チーム保育推進加算

⑤ 加算対象人数の基礎となる職員数

人数A（⑤×１/３）

人数B（⑤×１/５）

（２）職員処遇改善費の要件について
次の内容について、「該当」「非該当」を選択してください。

＜参考（積算表より）＞

職員処遇改善費の対象となる職員数①※

処遇改善等加算Ⅱの人数Ａ②

職員処遇改善費の加算対象職員数「人数Ｃ」（①－②）③

職員処遇改善費（月額）(③×50,000円）

加算見込額（③×50,000円×賃金改善実施月額）

4人

3人

1人

50,000円

600,000円

※処遇改善等加算Ⅰの加算率認定申請書（処遇改善等加算Ⅰ）（第１号様式の１）で記載された経験年数
７年０か月以上の職員のうち、「保育士」「保育教諭」「教諭」「保健師・助産師・看護師・准看護師」に限りま
す。

　処遇改善等加算Ⅰの賃金改善要件分・キャリアパス要件分及び処遇改善等加算
Ⅱを適用しており、職員処遇改善費を適用する。

該当

10人

3人
加算対象人数⑥

2人

　処遇改善等加算Ⅱの加算額について、当該施設・事業所から同一法人内の他の
施設・事業所をまたぐ配分を実施しない。

該当

―

―

―

○

○

―

年齢別児童数②
10 人

３歳児 １，２歳児 ０歳児

保
育
所

③
各種加算の
適用状況

人

10 人 10 人

10 人

うち満３歳児

60 人

４歳以上児

　職員の職位、職責又は職務内容に応じた勤務条件等の要件及びこれに応じた賃
金体系を定め、すべての職員に周知している。

該当

① 利用定員

代表者職・氏名 理事長　横浜　花子

施設・事業所名称 横浜A保育園

施設・事業種別 保育所
施設・事業所番号 1410051000000

加算認定申請書 （処遇改善等加算Ⅱ及び職員処遇改善費）（2020年度）
2020年3月15日

市町村 横浜市 中 区

印鑑の押し忘れに

ご注意ください。

必ず入力（選択）

してください。

必ず選択してくだ

さい。

-45-



黄緑セルは入力項目、黄色・グレーセルは自動計算。

児童数は、月初日利用児童数を入力すること。

（１）平成30年度実績
4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

児童数 0人 

伸び率 ##### ##### ##### ##### ##### ##### ##### ##### ##### ##### #####

児童数 0人 

伸び率 ##### ##### ##### ##### ##### ##### ##### ##### ##### ##### #####

児童数 0人 

伸び率 ##### ##### ##### ##### ##### ##### ##### ##### ##### ##### #####

（２）前年実績による平成31年度見込み年齢別平均児童数
4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

実績

児童数 ##### ##### ##### ##### ##### ##### ##### ##### ##### ##### ##### #DIV/0!

児童数 ##### ##### ##### ##### ##### ##### ##### ##### ##### ##### ##### #DIV/0!

うち満３歳児 児童数 ##### ##### ##### ##### ##### ##### ##### ##### ##### ##### ##### #DIV/0!

※各月の初日人数は各施設の面積基準を下回らないこと

（３）前年度実績による見込みによりがたい場合の年齢別平均児童数
4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

実績

児童数 0人 

児童数 0人 

うち満３歳児 児童数 0人 

※各月の初日人数は各施設の面積基準を下回らないこと

前年度実績による見込みによりがたい場合、その理由　（３）の算出結果を使用する場合は入力必須

４歳以上児

３歳児

例：近隣の幼稚園が、10月に閉園予定であり、その児童数の○○人を受け入れる予定であるため。

４歳以上児

３歳児

31年度
平均

児童数見込み

４歳以上児

３歳児

うち満３歳児

31年度
平均

児童数見込み（４月実績×（１）で算出された伸び率）

平均年齢別児童数計算表（幼稚園）

施設・事業所名 ○○○○幼稚園

30年度
平均

児童数実績

上記計算では実態と大きく乖離する場合（面積基準を下回る場合含む）
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01091214
長方形

01091214
長方形

01091214
テキストボックス
前年度の実績（各月の雇用状況表に記入の人数）を入力します。

01091214
線

01091214
テキストボックス
今年度の４月の人数（雇用状況表に記入の人数）を入力します。

01091214
線

01091214
長方形

01091214
長方形

01091214
テキストボックス
原則、（１）（２）による算定となります。
（３）前年度実績による見込によりがたい場合を使用する場合は、事前にお電話でご相談ください。

01091214
線

01141019
テキストボックス
施設名を忘れずに記入します

01141019
線

01141019
テキストボックス

01141019
テキストボックス

01141019
線

01141019
線

01141019
テキストボックス

01141019
テキストボックス
該当年度、前年度ともに、４月が「０人」で伸び率が算定できない場合は、計算のために「１人」で入力してください。

01141019
線

01141019
線

01141019
テキストボックス

01141019
テキストボックス
この人数を処遇Ⅱ積算表で使用します。
入力後、処遇Ⅱ申請書に正しく反映されているかを必ず確認します。

01141019
線



Ｎ ｏ 区分 質　 　 問 回　 　 答

1
平均経験年数
の算定

平均経験年数の算定にあたり 、 過去に雇用していた人の在職証明等を
求められた場合、 どのよう な書類を作成すればいいか。 ひな形はある
か。

事業所名、 職種（ 保育士・ 調理員等） 、 雇用形態（ 常勤、 非常勤等） 、 勤務時間、
雇用期間など、 提出先で経験年数を算定することができるかどう か判断できる内容
が記載された証明をお願いいたします。 ひな形は定めていません。

2
平均経験年数
の算定

無資格で働きながら保育士（ あるいは幼稚園教諭等） の資格（ 免許）
を取得した場合、 無資格で保育に従事していた期間は勤務履歴として
認められるのか。

資格の有無は関係あり ません。 過去に対象施設・ 事業所で常勤職員又は常勤職員以
外の場合１ 日６ 時間以上かつ月20日以上勤務していた場合には、 勤務期間を算定対
象とします。

3
平均経験年数
の算定

法人内の施設・ 事業所間で職員の異動があった場合は、 前の職場名の
在職証明を作成する必要があるか。

法人が勤務開始日等を証明できれば、 改めて在職証明を作成する必要はあり ません
が、 過去に在職していた園名及び在職期間については正確に管理していただく よう
お願いします。

4
平均経験年数
の算定

平成27年４ 月１ 日に幼稚園から認定こども園に移行した時、 幼稚園の
勤務歴からの継続と考えてよいか。
もし 、 前歴とした場合、 現在の施設での経験年数が０ か月となってし
まい、 幼稚園から勤務して継続とみなした場合と １ か月の差が生じて
しまう 。

幼稚園の勤務履歴も合算してよいことになっているので、 前身の幼稚園での勤務歴
がある職員は継続として取扱い、 ０ か月にはなり ません。
なお、 新採用職員の場合は４ 月１ 日現在では勤務歴０ か月と取り 扱います。

5
平均経験年数
の算定

横浜保育室から認可保育所や小規模保育事業に移行した場合、 職員履
歴報告書（ Ａ 票） （ 第１ 号様式の２ ） には、 過去の勤務履歴をまとめ
て記載してよいか。

まとめて記載して構いません。

6
平均経験年数
の算定

日ごとの勤務日が不定期の常勤以外の職員を平均経験年数の算定対象
にする場合、 １ 日６ 時間以上かつ月20日以上の勤務という のは、 実
績、 見込みどちらで判断してよいか。

４ 月１ 日現在で判断するので、 １ 日６ 時間以上かつ月20日以上の勤務を実際にする
かは　 見込みで判断することになり ます。
なお判断の根拠資料として、 雇用契約書の写しやシフト 表等、 勤務日数等が確認で
きるものを保管してく ださい。

7
平均経験年数
の算定

家族が職員として働いている場合、 雇用契約は必須ではないと思われ
るが、 経験年数の算定の対象としてもよいか。

職員が家族であっても、 給与が支払われていれば経験年数の算定の対象になり ま
す。
確認は、 給与明細や確定申告控え（ 青色、 白色専従者申告など） など実際に給与が
支払われたことが確認できる書面と 、 ローテーショ ンやシフト 表など勤務状況が確
認できる書面によることを原則とします。

8
処遇改善計画
書の作成

職員によって、 賃金改善額が異なっても構わないのか。 常勤職員の賃
金改善額は同額又は同水準でなければならないのか。

賃金改善の内容は、 各施設・ 事業所で決定します。 全職員に対し同一の賃金改善と
することも可能ですし 、 職位、 経験年数、 能力評価等に応じた賃金改善とすること
も可能です。
ただし 、 賃金改善の基準は明らかにしてく ださい。

9
処遇改善計画
書の作成

処遇改善等加算Ⅰを新たな職員を雇用する費用（ 新たな職員の給与の
全部） に充当することは可能か。

処遇改善等加算Ⅰの賃金改善要件分は、 すべて職員の賃金改善（ 法定福利費等の事
業主負担増加額を含む） に充てることになっており 、 新たに職員を雇用するための
経費に充当することはできません。 また、 基礎分についても、 定期昇給等に充てる
ことを基本とします。

処遇改善等加算Ⅰ ＦＡＱ
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10
処遇改善計画
書の作成

基準年度以降、 新規に雇用した職員の賃金改善額はどのよう に考えた
らよいか。

基準年度に同程度の経験や能力等を有する職員を雇用した場合の賃金水準と比較し
てく ださい。 その額を超える部分が賃金改善額となり ます。

11
処遇改善計画
書の作成

利用児童数が見込みより 減り 、 賃金改善計画書に記載した加算見込額
が大きく 減少した場合、 賃金改善見込額を下方修正しても差し支えな
いか。

計画策定時の加算見込額はあく まで見込であるため、 実績報告時に実際に賃金改善
に要した費用で確定額を報告してく ださい。 賃金改善計画書の差替えは必要あり ま
せんが、 職員に対し 、 十分な説明が必要であると考えます。

12
加算見込額の
算定

一時保育で年間登録で登園している児童は、 加算見込額の算出時の利
用児童数に含んでもよいか。

加算見込額の算出に用いる利用児童数は、 支給認定を受けた児童で、 １ 号認定児童
については利用契約を結んだ児童、 ２ ・ ３ 号認定については区福祉保健センターに
より 利用決定がされている児童のみとなり 、 一時保育の利用児童は含まれません。

13 キャリ アパス
キャリ アパス要件は、 個人で実施している家庭的保育者も対象になる
か。

キャリ アパス要件、 就業規則、 賃金体系、 補助員等の給与規程の整備や研修計画の
策定・ 実施等ができていれば、 適用になり ます。

14 キャリ アパス
「 資格取得支援」 とは、 どのよう な資格を指すのか。 幼稚園教諭免許・ 保育士資格等、 業務に関連する資格です。

15 キャリ アパス

処遇改善等加算Ⅰの経過措置の適用を受ける保育所においても、 キャ
リ アパス要件を満たしていない場合には、 キャリ アパス要件分を減額
することになるか。

キャリ アパス要件に合致しない施設・ 事業所については、 経過措置適用後の賃金改
善要件分からキャリ アパス要件の区分の値（ ２ ％） を減じることになり ます。

16
賃金改善の対
象範囲

延長保育事業や一時預かり 事業等に従事する職員は賃金改善の対象に
なるのか。

賃金改善の対象となる職員の範囲は、 その職種や職位に関わらず、 施設・ 事業所に
勤務する職員です。 経営に携わる法人の役員等を兼務している職員も対象です。
ただし 、 本加算を役員報酬に充てることはできません。

17
賃金改善の対
象範囲

施設長が理事長や理事の場合、 施設長業務のみ行っており 、 理事長や
理事としての報酬は無く 、 施設長としての給与収入のみであっても賃
金改善の対象外なのか。

経営に携わる法人の役員等を兼務している職員も賃金改善の対象です。
ただし 、 本加算を役員報酬に充てることはできません。

18
賃金改善の対
象範囲

個人立である保育所や幼稚園の代表が施設長や園長である場合は、 本
事業の対象となるのか。

賃金改善の対象となり ます。
ただし 、 例えば、 施設長が個人立の保育所の代表である場合、 施設長は、 当該保育
所の人事労務、 財務、 運営等の職務を分掌するなど経営管理に携わることができる
立場であるため、 『 加算は、 保育・ 教育の提供に携わる人材の確保及び資質の向上
を図るため』 という 本事業の趣旨を十分ご理解く ださい。 もし 、 賃金改善を行う 場
合は、 施設長の賃金改善が、 他の職員と均衡を失するなど、 偏った賃金改善を行う
ことのないよう ご留意く ださい。

19
賃金改善の対
象範囲

個人で家庭的保育事業を実施している家庭的保育者は、 賃金改善の対
象としてよいか。

法人化していない個人事業主である家庭的保育者の場合も賃金改善の対象となり ま
す。

20
賃金改善の対
象範囲

年度途中で採用した職員や退職した職員に対して賃金改善を行っても
よいか。

対象として構いません。 賃金改善実施期間において、 賃金改善実施日に施設・ 事業
所に勤務する職員（ 産休・ 育休含む） が対象となり 、 実際に賃金改善を行う 職員の
範囲は、 各施設・ 事業所が決定します。
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21
賃金改善の基
準年度

処遇改善等加算Ⅰについては、 基準年度の賃金水準以上の改善に全て
充てなければならないのか。

処遇改善等加算Ⅰの賃金改善要件分は、 基準年度の賃金水準以上の改善に全て充て
てく ださい。
基礎分については、 適切に定期昇給等に充てることを基本とします。

22
実績報告書の
作成

賃金改善額に対する法定福利費が年度終了時まで確定しない場合は、
どのよう に額を算出すればよいのか。

法定福利費の計算にあたっては、 合理的な方法に基づく 概算によることができると
されており 、 各施設の実態に応じて妥当と判断される方法により 、 算定します。
合理的な方法とは、 例えば、 当該制度に職員が加入しているかどう か、 賃金改善の
時期及び方法を勘案した上で、 賃金改善に要した費用に各制度の保険料率を乗じる
方法等が考えられます。 保険料率は通常の給与支給時にかかる税率です。

23
実績報告書の
作成

例えば、 ３ 月分の給与支払日は４ 月25日など、 翌月払いとしている場
合、 どの時点で実績報告するのか。

実際の給与の支払日が翌月になる場合でも、 賃金改善計画に含めていた場合には、
当該年度の報告に含めてく ださい。
なお、 賃金改善報告書は、 年度終了後すみやかに提出してく ださい。

24
実績報告書の
作成

賃金改善見込額と加算実績額が大幅にずれたため、 「 賃金改善に要し
た費用」 が加算実績額を下回ってしまった場合、 差額を返還しなけれ
ばならないのか。

差額を返還する必要はあり ません。
翌年度において、 その全額を一時金等により 賃金改善に充ててく ださい。

25
実績報告書の
作成

賃金改善を実施した職員が退職した場合、 自署はどう すればよいか。 賃金改善を行った時点で署名をもらいますので、 原則は署名されているかと思いま
す。 何らかの事情により 、 署名がいただけていなかった場合は、 郵送等でご本人の
サインを受領してく ださい。

26 会計

助成金の会計処理について、 会計処理の際の勘定科目は何になるか。
給付費（ 認可保育所は委託費） の一部として扱う ことになるのか。

国の処遇改善等加算Ⅰは給付費（ 認可保育所は委託費） と同様に取り 扱ってく ださ
い。
なお、 社会福祉法人会計基準では、 大区分が「 保育所事業収入」 、 中区分が給付費
（ 認可保育所は委託費） は「 保育所運営費収入」 になり ます。

27

処遇改善と保
育所委託費の
弾力運用の関
係

保育所委託費の弾力運用の要件として、 処遇改善等加算Ⅰの賃金改善
要件を満たすこととなっているが、 キャリ アパスは否でも弾力運用は
可能か。

認可保育所の委託費の弾力運用の要件の一つとして、 処遇改善等加算Ⅰの賃金改善
要件とキャリ アパス要件の両方を満たすことが必要になり ます。 費用の弾力運用を
予定されている方はご注意く ださい。
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ＮＯ 質問 回答 備考

1
技能・経験に応じた処遇改善の対象となる職員は、保育士・教諭以
外の職員（例えば、事務職員や調理員）を加算対象にすることもで
きますか。また、非常勤職員でもよいですか。

月額４万円、５千円の加算は、園長・主任保育士等を除き、調理員、栄養士、事務職員、スクールバス
の運転手などを含め、保育園・幼稚園等に勤務するすべての職員（非常勤職員含む）が対象になりま
す。

2
経験年数のみで「副主任保育士」、「専門リーダー」「職務分野別
リーダー」と決められるのですか。

研修や経験年数のみでなく、各施設・事業所のご判断で「副主任保育士」等を発令又は職務命令等を
行う必要があります。
既にこれらに相当する役職が設定されている場合には、改めて発令や職務命令等を行う必要はありま
せん。

3 「専門リーダー」の職務は具体的にどのようなものですか。 専門分野に応じて現場の保育士を助言、指導する等です。

4
小規模保育事業において、「主任保育士」についての加算の枠はな
いので、「専門リーダー」「職務分野別リーダー」の位置づけをすれ
ばよいですか。

小規模保育事業において、「専門リーダー」「職務分野別リーダー」の職位又はこれらに相当する職位
を定めていただければ、「副主任保育士」の職位を定める必要はありません。

5
家庭的保育事業において発令や職務命令等とはどのようにとらえ
ればよいですか。

家庭的保育事業は、発令や職務命令等は要件にはなっておりません。

6 派遣職員についても処遇改善の加算対象にできますか。
法人や園の判断で派遣職員についても加算及び配分の対象とすることができます。
この場合においても、派遣元事業所を通じ、当該職員の処遇改善が確実に行われることが確認される
ことが必要です。

7

処遇改善の対象の要件に「概ね７年以上」「概ね３年以上」とありま
すが、経験年数が足りない職員は処遇改善の対象とならないので
すか。
例えば、経験年数３年の職員を副主任保育士等としたり、新規採用
の職員を職務分野別リーダー等にするという対応は可能ですか。

家庭的保育事業及び居宅訪問型保育事業以外の施設・事業所では、経験年数は概ねの「目安」であ
り、各園の職員の構成や状況を踏まえて、経験年数が７年未満や３年未満の職員であっても、施設・事
業所の判断で柔軟に対象とすることができます。

8

賃金改善を行う役職の名称は必ず「副主任保育士」や「職務分野別
リーダー」でなければなりませんか。既に園内でこれらに相当する役
職（教務主任・学年主任等）を設定していますが、このような役職の
ままでも処遇改善等加算Ⅱの加算対象となりますか。

「副主任保育士」「専門リーダー」「職務分野別リーダー」などは、あくまで例として示したものであり、各
施設における業務実態等を踏まえ、これら以外の名称を使用することも可能です。
既に園内でこれらに相当する役職が設定されている場合、そのまま処遇改善等加算Ⅱの対象とするこ
とも可能です。

9
処遇改善等加算Ⅱの金額で、「人数Ａ」「人数Ｂ」の算定の中で、年
齢別児童数の適用状況はどのように考えればいいですか。

「当該年度４月１日時点の年齢別児童数」もしくは「前年度各月の年齢別児童数の4月時点からの増減
率を、当該年４月時点の利用児童数に乗じて、年度各月の年齢別児童数を算定した『各月平均の年齢
別児童数』」のどちらかを選択していただくことになります。『各月平均の年齢別児童数』で算出する際
は、加算認定申請書（処遇改善等加算Ⅱ及び職員処遇改善費）の提出の際、算出の根拠がわかる資
料を添付していただく必要があります。※算出の根拠が分かる資料をHPに掲載しています。

対象者について

処遇改善等加算Ⅱ ＦＡＱ
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10 法人役員兼務の保育士も対象となりますか。 処遇改善等加算Ⅰと同様に法人の役員等を兼務している職員も対象となります。

11 小規模保育事業の保育責任者は賃金改善の対象となりますか。
小規模保育事業の保育責任者については、原則賃金改善の対象にはできません。ただし、保育責任
者とは別に園の責任者（管理者）がいる場合に限り、管理者が賃金改善の対象外となるため、保育責
任者を賃金改善の対象とすることができます。

12 賃金改善方法は毎月ですか、それとも賞与月ですか。
職員手当を含む月給で「月額４万円」「月額５千円」の改善をしてください（法定福利費等の事業主負担
分を除く）。
※賃金改善額に法定福利費等の事業主負担分を加えた金額が公定価格の単価となっています。

13
経験年数７年以上の職員であれば、全員が月額４万円の処遇改善
が受けられますか。

副主任保育士等に係る月額４万円の処遇改善は、公定価格上の職員数全体（園長等の管理職を除く）
の概ね１／３を対象とする仕組みになりますので、経験年数７年以上の職員すべてが処遇改善の対象
になる訳ではありません。ただし、職員処遇改善費を申請すると、経験年数７年０か月以上の「保育士」
「保育教諭」「教諭」「保健師・助産師・看護師・准看護師」は全員月額４万円の処遇改善を行うことがで
きるようになります。

H30年度変
更

14
副主任保育士等は月額４万円、職務分野別リーダー等は月額５千
円の処遇改善を行うこととされていますが、改善の金額は必ずこの
金額でなければならないのですか。

副主任保育士等については、本加算の対象職員数（人数A）の１／２（端数切り捨て）について月額４万
円の処遇改善を行った上で、その他の職員については処遇改善等加算Ⅱの中で月額５千円以上月額
４万円未満の範囲で賃金改善額を設定することが可能です。
職務分野別リーダー等については、副主任保育士等に係る賃金改善額のうち最も低い額を超えない範
囲内で、月額５千円を超える賃金改善額を設定することが可能です。

15
副主任保育士等に月額４万円の賃金改善を行うと、主任保育士の
給与を超えてしまうのですが、主任保育士等に加算額を配分し、賃
金改善を行うことはできないですか。

主任保育士や主幹教諭に相当する職種、幼稚園の副園長・教頭については、今回の処遇改善の主た
る対象としていませんが、質問の例のように、各施設における給与水準のバランス等を踏まえて必要な
場合には、これらの職種についても処遇改善等加算Ⅱの中で月額５千円以上月額４万円未満の範囲
の賃金改善を行うことが可能です。

16

月額４万円の賃金改善を行う職員数を「人数Ａ÷２（１人未満の端数
は切り捨て）人確保」することとなっていますが、人数Ａが１人であり
計算の結果端数切り捨てで「０」となる場合には、月額４万円の賃金
確保を行う職員は設けなくて良いですか。

人数Ａが１人であり計算の結果端数切り捨てで「０」となる場合には、月額４万円の賃金確保を行う職員
は設ける必要はありません。

17

経験年数が長い順に賃金改善を行わないといけないですか。
例えば、経験年数１０年の職員について改善を行わず、経験年数７
年の職員について２万円、経験年数５年の職員について４万円、経
験年数３年の職員について２万円の改善を行っても良いですか。

処遇改善の対象とする職員の選定や、各職員に係る改善額の決定については、各施設の判断で自由
に行っていただいて差し支えありません。なお、当然ながら、各職員に対して、処遇改善の趣旨や改善
額の設定根拠などについて丁寧に説明することが望まれます。
なお、職員処遇改善費は経験年数７年０か月以上の「保育士」「保育教諭」「教諭」「保健師・助産師・看
護師・准看護師」に処遇改善等加算Ⅱと併せて月額４万円の処遇改善ができる金額を支給するため、
処遇改善等加算Ⅱと職員処遇改善費の整合性が図られることが望まれます。

H30年度変
更

賃金改善について
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18
「月額４万円」「月額５千円」を超えた処遇改善を行うことはできます
か。

処遇改善等加算Ⅱは、保育園等におけるキャリアアップの仕組みを構築し、一定の技能・経験を有す
る職員について相応の改善を行うことで、職場への定着等を図るものであり、特定個人の賃金引き上
げを目的としたものではないことから、対象人数を絞って「月額４万円」「月額５千円」を超える賃金改善
を行うことはできません。

19
副主任保育士・専門リーダー又は職務分野別リーダーのいずれか
一方の処遇改善のみ行うことはできますか。

処遇改善等加算Ⅱを取得するためには、副主任保育士等と職務分野別リーダー等の両方の処遇改善
を行うことが必要となります。

20
一人の職員が、副主任保育士等と職務分野別リーダー等を兼務す
ることはできますか。または、職務分野別リーダー等について、５千
円の加算に加え、４万円の一部を配分することはできますか。

それぞれの役割に応じた処遇改善を行う趣旨から、一人が副主任保育士等と職務分野別リーダー等
を兼務することはできません。
ただし、職務分野別リーダー等については、副主任保育士等に係る賃金改善額のうち最も低い額を超
えない範囲内で、月額５千円を超える賃金改善額を設定することが可能です。

21
従来から独自の役職等を設定してキャリアアップの仕組みを設け
て、手当を支給している場合、この手当分を処遇改善等加算Ⅱにお
ける賃金改善（見込）額として取り扱ってもよいですか。

処遇改善等加算Ⅱにおいては、基準年度時点の賃金水準からの改善が必要となるため、従来から支
給している手当を賃金改善額として取り扱うことはできません。

22
賃金改善の基準年度は人事院勧告後の賃金を想定されています
か。

処遇改善等加算Ⅱによる賃金改善については、基準年度に実際に支払われた水準から賃金改善を行
われることが必要です。

23
副主任保育士、専門リーダー、職務分野別リーダーに関する賃金
改善に対応する超過勤務手当の増額分については、処遇改善等加
算Ⅱにおける賃金改善（見込）額に含みますか。

賃金改善は、月額で確実に行う必要があります。そのため、各月で変動する超過勤務手当の処遇改善
に伴う増加分については、賃金改善（見込）額には含めないこととします。

24
処遇改善等加算Ⅱの対象職員が、育休を取得した場合の賃金改善
額はどのように算定するのですか。

通常、育児休業期間中は給与が支払われないため、この場合の育児休業取得者に係る賃金改善額は
ゼロになります。このため、必要に応じて、代理の職員の発令等を行い、当該職員に対して賃金改善を
行うことが考えられます。

25
賃金改善は、施設独自に設定している手当を増額する（例えば、現
行５千円の手当を＋４万円、＋５千円増額する）方法でも良いです
か。

今回の賃金改善については、必ずしも新たな手当を創設して対応する必要はなく、既存の手当を増額
する方法で行うことも可能です。

26
基本給により改善した場合、連動して賞与も引きあがることとなりま
すが、その分も賃金改善額として取り扱うことはできますか。

処遇改善等加算Ⅱにおいては、月額による改善分のみが賃金改善額として取り扱われるものであり、
連動して引き上がった賞与分について賃金改善額として取り扱うことはできません。
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27 給与規定を改正する必要がありますか。

賃金改善を月額で確実に行っていただく必要があるため、職務内容や賃金体系等を記載した給与規定
等を改正し、全ての職員に周知していただく必要があります。
基本給で上げる場合には新しい役職の給与表等を定め、当該年度は基準年度の賃金から４万円又は
５千円の基本給改善となるように改正する必要があると考えます。

28 主任保育士にも配分をする場合、発令や研修要件はありますか。

主任保育士としてすでに発令されている場合、改めて発令を行う必要はありません。処遇改善等加算
Ⅱを主任保育士にも配分する場合には研修要件が発生しますが、主任保育士については、相当程度
の経験及び研修の受講歴を有しているという前提のもとで任命されていることが想定されることから、
研修要件を満たしているものとして取り扱って差し支えありません。ただし、主任保育士が希望する場
合は、保育士個人でのキャリアアップの観点からキャリアアップ研修を受講できるよう取り計らっていた
だきますようお願いします。
なお、園長及び管理者（小規模保育事業、事業所内保育事業）は処遇改善等加算Ⅱの対象外となりま
す。

29 処遇改善等加算Ⅱも法人間での配分は可能ですか。
2020年度までの特例として、加算見込額の総額の20％については、同一事業所内で施設・事業所をま
たぐ配分が可能です。ただし、配分する場合には、職員処遇改善費を適用することはできませんのでご
注意ください。

30
新規開所園の基準年度賃金水準はそのように考えればよいです
か。

新規開所した施設・事業所については、同じ法人内で保育所を運営している場合は、その施設・事業所
の基準年度の給与表等と比較してください。
給与表等を比較できる施設がない場合は、賃金改善がされなかった場合の給与表を想定していただ
き、その給与表等を当該年度に作成した給与表等と比較してください。

31
処遇改善等加算Ⅱで賃金改善をする職員と処遇改善等加算Ⅰの
賃金改善をする職員を施設・事業所で分けることはできますか。

処遇改善等加算Ⅰの賃金改善については、賃金改善を実施する職員の範囲について、各施設・事業
所の実情に応じて決定するものと規定されているため、処遇改善等加算Ⅱの賃金改善対象者と分ける
ことは可能です。

32
７年以上の職員がたくさんいる場合、賃金改善対象者を毎年（月）
変えて良いですか。

賃金改善対象者への発令や給与規定の改正等が必要であるため、本制度の趣旨から考えると、毎月
賃金改善対象者を変えることは想定されていないと考えます。
平成30年度より、経験年数７年０か月以上の「保育士」「保育教諭」「教諭」「保健師・助産師・看護師・准
看護師」に処遇改善等加算Ⅱと併せて月額４万円の処遇改善がなされるよう処遇改善等加算を助成し
ますので、経験年数７年０か月以上の方で不公平が生じることはないと考えます。
なお、翌年度の処遇改善の対象とする職員の変更や、各職員に係る改善額の決定については、各施
設の判断で自由に行っていただいて差し支えないと考えますが、当然ながら、29年度の賃金改善対象
者に対して、翌年度以降、賃金改善対象者から外れることにより給与が下がること等について丁寧に
説明することが望まれます。

H30年度変
更

33
基準年度から勤務形態が変わり（就業時間の減など）、当該年度の
月給が減額になっている職員がいますが、この場合も基準年度の
実績からの改善が必要になりますか。

勤務形態の変更等により、当該年度の月給が減額になっている場合には、当該年度と同じ勤務形態
だった場合の基準年度の給与表（人勧反映後）等と比較してください。
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34
個人で家庭的保育事業を実施している家庭的保育者を経験年数の
対象となる加算対象職員としても良いですか。

家庭的保育事業の家庭的保育者については、経験年数の対象となる加算対象職員としていただいて
構いません。家庭的保育者ご本人が経験年数７年以上であれば、人数Ａが「１」となり、人数Ｂが「０」と
なります。
また、実際の賃金改善対象者については、各園の判断により、その他の技能・経験を有する職員に月
額５千円以上月額４万円未満の範囲の賃金改善を行うことが可能です。
（例：２人を賃金改善対象者として１人当たり２万円の改善を行う（２万円×２人＝４万円））
ただし、その場合の賃金改善対象となる職員についてはキャリアアップ研修の受講が必要となりますの
ご留意ください。

35

　当該年度に副主任保育士等の発令を受けた職員が翌年度以降も
引き続き副主任保育士として働き続ける場合、処遇改善等加算Ⅱ
の金額を上げ続けると、数年後には他職員の給与とかなり乖離して
しまう。処遇改善等加算Ⅰの金額を調整しても、他の職員の給与と
のバランスを取るのが難しくなってしまうが、どうすればよいですか。
　例えば、毎年４万円増額（前年度比）すると、５年後には基準年度
に比べて月20万円も増額することになってしまうのではないでしょう
か。

　副主任保育士等への処遇改善等加算Ⅱにおける賃金改善は、基準年度時点の賃金水準からの改
善が必要となります。そのため、前年度比で月４万円を増額しなければならないわけではありません。
　賃金改善に要した費用の総額は、「賃金改善を行った場合の賃金の総額」と「基準年度における賃金
水準を適用した場合の賃金の総額」の差額（共に、法定福利費の事業主負担分を含み、処遇改善等加
算Ⅰに係る賃金改善額を除く。）となります。

36
算出された「人数Ａ」「人数Ｂ」より少ない人数だけ処遇改善を実施
することは可能ですか。またその場合、不足している人数分の加算
額を返金することになりますか。

原則、加算対象職員数については、算出された結果で決めていただくこととなります。また、賃金改善
計画も算出された人数に基づいて算出された額を全て配分し切るようになっていることが必要となりま
す。

37
月額４万円の賃金改善を実施した場合に、法定福利費の事業主負
担分を足しても加算見込額を下回ってしまう。この差額分の取扱い
はどのようにすればよいですか。

差額分についても、職員の賃金改善に充てることとされています。この結果、副主任保育士等に対して
月額４万円、職務分野別リーダー等に対して月額５千円を上回る配分とすることが可能となります。そ
の場合には、賃金改善計画書や報告書において、法定福利費等による差額分であることが分かるよう
に記載していただく必要があります。

38
処遇改善等加算Ⅱの金額の計算について、処遇改善等加算Ⅰと同
じように積算表等が出されますか。

処遇改善等加算Ⅱの加算見込額を計算できる積算表をホームページに掲載しますので、加算認定申
請書及び賃金改善計画書作成の際の参考資料としてご提出ください。

39
一時保育で年間登録で登園している児童は、加算見込額の算出時
の利用児童数に含んでも良いですか。

加算見込額の算出に用いる利用児童数は、支給認定を受けた児童で、１号認定児童については利用
契約を結んだ児童、２・３号認定児童については、区福祉保健センターにより利用決定されている児童
のみとなり、一時保育や年度限定保育の利用児童は含まれません。

加算見込額について
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40

①指定された研修のみが有効か。また、民間団体が主催する研修
も含まれますか。
②園内研修も認められますか。
③既に受けた研修も内容が同等であれば認められますか。

保育士等キャリアアップ研修については、
①県が指定した研修が対象となります。（一部既存研修も指定済みです。）
②園内研修は対象外です。
③県が平成29年度以降に新たに指定した研修が対象となります。

41 研修の頻度や日数はどれくらいですか。
保育士等キャリアアップ研修の研修時間は、15時間以上（３日程度）です。
また、同内容の研修を地域を変えて、複数回実施されます。
研修の詳細については、県にお問い合わせください。

42 研修要件は今後どのようになりますか。
研修に係る要件については、2022年度を目途に当該要件の必須化を目指すこととし、2021年度までの
間は当該要件は課さないこととされています。なお、研修に係る要件の2022年度からの必須化につい
ては、2022年度開始までに、職員の研修の受講状況等を踏まえ判断することとされています。

H30年度変
更

43 キャリアアップ研修は誰でも受講できますか。
保育園や地域型保育事業所等において、他の保育士に助言や指導するリーダー的な役割を担うことを
希望する方であれば、誰でも受講することができます。

44 栄養士や事務職員も対象としていいですか。

栄養士は「食育・アレルギー」の研修で対象となることが想定されます。
事務職員についても対象となるとされていますが、保育業務に携わることはないため、研修分野のうち
どの研修を受けた場合に対象となるかは現時点では不明です。
研修内容については、保育士をメインとした内容となっているため、栄養士や事務職員向けの研修が
今後増えるかどうかについても不明です（国の検討によるところです）。

45 職務分野別リーダーは１分野につき１人までですか。
職務分野別リーダーについては、１分野１人という決まりはありません。
どの分野の職務分野別リーダーとして発令するかは各施設の判断で自由に行っていただいて差し支え
ありません。

46 キャリアアップ研修の際の人件費分はどう考えればよいですか。

研修の機会を確保できる環境を整備するため、公定価格上、職員１人当たり年３日に研修の機会を増
やすための単価となっています。
また、ローテーション保育士（保育教諭）雇用費を活用して、ローテーション保育士の人件費に充ててい
ただくことを想定しています。

H30年度変
更

47
その分野の研修を１度修了すれば、毎年受講する必要はありませ
んか。また、他の園へ異動した場合も研修修了の効力は有効です
か。

研修修了者には修了証が発行され、全国で有効な資格となるため、修了証が発行されれば、その分野
の研修を毎年受ける必要はありません。また、全国で有効な資格となるため、他の園に行っても研修修
了の効力は有効となります。

48
月額５千円以上月額４万円未満の範囲の賃金改善を行うその他の
技能・経験を有する職員も発令及び研修が必須ですか。

副主任保育士等の４万円の加算をその他の技能・経験を有する職員に配分する場合、その職員に対し
ても専門リーダー等の発令やキャリアアップ研修の受講が必要となります。

研修について
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49
処遇改善等加算Ⅱの様式はどのようなものを提出することになりま
すか。

加算認定申請書、賃金改善計画書、賃金改善実績報告書を提出していただく流れは処遇改善等加算
Ⅰと同様です。様式はHPをご覧ください。
また、賃金改善確認書も処遇改善等加算Ⅰと同様にご提出お願いします。

H30年度変
更

50
賃金改善を実施した職員が退職した場合、自署はどうすればよいで
すか。

賃金改善を行った時点で署名をもらいますので、原則は署名されているかと思います。何らかの事情
により、署名がいただけていなかった場合は、郵送等でご本人のサインを受領してください。

51 処遇改善等加算Ⅱは翌年度以降も継続しますか。 公定価格に定められている加算ですので、翌年度以降も継続するものと考えております。

52 処遇改善等加算Ⅱの経験年数はどのように考えればよいですか。

経験年数の算出方法は処遇改善等加算Ⅰと同様の考え方となります。現在の施設・事業所における
経験年数のほか、対象職員が過去に勤務していた対象施設・事業所における経験年数も合算すること
ができます。
※非常勤職員の方の経験年数も同様に算出してください。

53

年度途中に新規開園した施設・事業所の場合、年度途中から加算
の適用を受けることはできますか。また、適用が受けられる場合に
は、加算対象職員数の算出に用いる年齢別児童数や各種加算の
適用状況はどのように考えればよいですか。

加算を受けることはできます。支援法による確認を受けた日の属する月に利用している年齢別児童数
及び各種加算の適用状況を用いて申請し、同月以降翌年３月までの期間で賃金改善を実施してくださ
い。

54
「対象職員に対する発令等を確認できる書類」とは、どのようなもの
が想定されていますか。

対象職員に対する辞令や事務分担表などが考えられます。
なお、処遇改善等加算Ⅱを適用するためには、賃金改善実施期間の開始月時点で職務に応じた職員
体制が整備されていることが必要です。その実態を確認するための資料となりますので、「どの職員に
対してどのような発令（職務命令）を出したのか。」「その発令を出したのはいつか。（いつから発効する
のか）。」が分かるものが必要です。

その他

請求手続き等について
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ＮＯ 質問 回答 備考

1 経験年数７年０か月以上の職員の職種は決まっていますか。
処遇改善等加算Ⅰの加算率認定申請書（処遇改善等加算Ⅰ）（第１号様式の１）で記載された職員のう
ち、経験年数７年０か月以上の職員で、職種が「保育士」「保育教諭」「教諭」「保健師・助産師・看護師・
准看護師」に限ります。

2 職員の経験年数７年０か月以上はどのように考えればよいですか。
処遇改善等加算Ⅰの加算率認定申請書（処遇改善等加算Ⅰ）（第１号様式の１）において積算する経
験年数と同様です。

3
保育所の場合にも幼稚園教諭（教諭）は対象になりますか。
また、養護教諭も対象となりますか。

対象となる職種は各施設・事業所において配置基準に含むことができる教育及び保育に従事する職種
及び看護職のみとなります。
そのため、保育所における教諭や幼稚園における養護教諭など配置基準に含むことができない職種は
対象とはなりません。

【参考】各施設・事業所において対象となる職種
・保育所、小規模保育事業、事業所内保育事業、家庭的保育事業…「保育士（家庭的保育者及び家庭
的保育補助者で保育士資格保有者を含む）」「保健師・助産師・看護師・准看護師」
・認定こども園…「保育教諭」「保健師・助産師・看護師・准看護師」
・幼稚園…「教諭」「保健師・助産師・看護師・准看護師」

4 職員処遇改善費は誰にでも自由に配分することができますか。

職員処遇改善費の対象となる職員は、処遇改善等加算Ⅰの加算率認定申請書（処遇改善等加算Ⅰ）
（第１号様式の１）に記載された職員のうち経験年数７年０か月以上の「保育士」「保育教諭」「教諭」「保
健師・助産師・看護師・准看護師」に限ります。ただし、園長・施設長・役員（法人役員と兼務している保
育士等は除く）は対象とはなりません。

5
処遇改善等加算Ⅱにおいて発令等をした副主任保育士等以外の
職員の賃金改善をしても良いですか。

Q1の対象職員の要件を満たしていれば、処遇改善等加算Ⅱにおいて発令等をしているかどうかに関
わらず、賃金改善を行うことができます。

6
副園長・教頭、主幹教諭、主任保育士の賃金改善をしても良いです
か。

Q1の対象職員の要件を満たしていれば、賃金改善の対象とすることができます。

7 小規模保育事業の保育責任者は賃金改善の対象となりますか。
小規模保育事業の保育責任者については、原則賃金改善の対象にはできません。ただし、保育責任
者とは別に園の責任者（管理者）がいる場合に限り、管理者が賃金改善の対象外となるため、保育責
任者を賃金改善の対象とすることができます。

賃金改善の対象者について

職員処遇改善費 ＦＡＱ
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ＮＯ 質問 回答 備考

職員処遇改善費 ＦＡＱ

8 非常勤職員や派遣職員は賃金改善の対象となりますか。
Q1の対象職員の要件を満たしていれば、賃金改善の対象とすることができます。
なお、賃金改善の対象となった他の職員と同様に、計画策定と実績報告の際に自署による署名をもら
う必要があります。

9
４月１日時点で保育士資格を持つ経験年数７年０か月以上の産休
職員がいた場合、賃金改善の対象としないので、職員処遇改善費
に残額が生じてしまう。残額はどのように対応すれば良いですか。

職員処遇改善費は、経験年数７年０か月以上の職員の賃金改善に充てていただく必要があります。そ
のため、産休職員の残額は、年度途中に採用した経験年数７年０か月以上の職員や産休・育休明けの
職員の賃金改善に充ててください。それでも残額が生じる場合には、職員処遇改善費の対象となる経
験年数７年０か月以上の職員に一時金として支給することも差し支えありません。その場合には、賃金
改善計画書や報告書において、残額分であることや一時金であることが分かるように記載していただく
必要があります。

10
職員処遇改善費の単価である月額５万円よりも賃金改善金額と法
定福利費の合計金額が少なくなった場合の差額はどのように対応
すれば良いですか。

職員処遇改善費は、経験年数７年０か月以上の職員の賃金改善に充てていただく必要があります。そ
のため、結果として法定福利費等による差額分について月額４万円を上回って配分することは可能で
す。その場合には、賃金改善計画書や報告書において、残額分であることが分かるように記載していた
だく必要があります。

11 職員処遇改善費は月給に反映させなければならないでしょうか。 原則処遇改善等加算Ⅱと同様に、決まって毎月支払われる手当等により行われるものとします。

12
処遇改善等加算Ⅱで４万円の対象になっている職員には職員処遇
改善費は配分できないのでしょうか。

原則処遇改善等加算Ⅱと職員処遇改善費を合わせて４万円を上限に支給することとしますが、職員処
遇改善費に残額が生じた場合のみ、経験年数７年０か月以上の職員に対して月額４万円を上回る配分
とすることが可能です。その場合には、賃金改善計画書や報告書において、法定福利費等による差額
分等であることが分かるように記載していただく必要があります。

13
同一法人内で運営する施設・事業所間で職員処遇改善費を配分す
ることは可能ですか。

配分することはできません。各施設・事業所内の職員で配分してください。

14
職員処遇改善費を支給することで、給与規定を改正をする必要が
ありますか。

処遇改善等加算Ⅱと同様に、賃金改善を月額で確実に行っていただく必要があるため、職務内容や賃
金体系等を記載した給与規定等を改正し、全ての職員に周知していただく必要があります。
ただし、従前の給与規定で対応可能であれば、改めて改正していただく必要はありません。

配分方法等について
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ＮＯ 質問 回答 備考

職員処遇改善費 ＦＡＱ

15
前年度に処遇改善等加算Ⅱで賃金改善の対象となった職員を、次
年度に変更しても良いですか。

賃金改善の対象職員の変更や各職員に係る賃金改善額の決定は、各施設・事業所の判断で行ってい
ただくことになりますが、当然ながら、変更の内容について職員に丁寧に説明することが望まれます。
例えば、処遇改善等加算Ⅱの対象だった職員を職員処遇改善費の対象者に変える場合、発令や研修
要件、給与体系等について説明することが望まれます。

16

29年度から処遇改善等加算Ⅱの対象とならない保育士等に対して
も園独自の役職等を設定してキャリアアップの仕組みを設けて、手
当を支給している場合、この手当分を職員処遇改善費における賃
金改善額として取り扱っても良いですか。

基準年度は、当該施設・事業所において最初に処遇改善等加算Ⅱを取得した年度の前年度です。
そのため、平成29年度から処遇改善等加算Ⅱを取得していた既存園においては、基準年度は平成28
年度時点の賃金水準となるため、29年度から新たに支給している手当は賃金改善額として取り扱って
差し支えありません。

17
経験年数７年以上の職員で、改善額が４万円未満となってしまう職
員がいるが大丈夫でしょうか

（経験年数７年以上の保育士等について、全員４万円の賃金改善となることが望ましいですが、）処遇
改善等加算Ⅱの配分状況によって、４万円未満となることも想定されます。

18
処遇改善等加算Ⅱで研修要件が課されたらすぐに職員処遇改善費
の研修要件が課されますか。

国は2022年度を目途に研修要件を必須化することとし、2021年度までの間は要件を課さないことから、
職員処遇改善費の研修要件も同様の取り扱いとします。

19
職員処遇改善費の研修は、処遇改善等加算Ⅱの研修と同じもので
すか。

同じものです。

20
国の処遇改善等加算Ⅱに研修要件が課された場合、職員間で研修
の受講が必須かどうか差が出てしまうが、その点は想定しています
か。

国の処遇改善等加算Ⅱに研修要件が課された後、研修の修了証等で、処遇改善等加算Ⅱの対象とな
るかについては確認させていただく予定です。職員処遇改善費のみの対象者についても、キャリアアッ
プ研修を受講できるようご配慮いただければと思います。

21 職員処遇改善費の様式はどのようなものを提出するのでしょうか。
処遇改善等加算Ⅱの様式の中に職員処遇改善費の欄を記載できるように様式に組み込む形を想定し
ています。また、賃金改善確認書も同様に提出していただくことになります。様式は横浜市HPをご覧く
ださい。

研修要件について

その他
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ＮＯ 質問 回答 備考

職員処遇改善費 ＦＡＱ

22
年度途中に新規開所した施設・事業所は、職員処遇改善費の加算
の適用を受けることはできますか。

加算を受けることは可能です。ただし処遇改善等加算Ⅰの賃金改善要件分・キャリアパス要件分及び
処遇改善等加算Ⅱを適用していることが前提となります。

23 次年度も同様の加算が継続しますか。 次年度以降も引き続き必要な予算の確保に努めていきます。

24
４月から職員処遇改善費を職員に支給することが難しい場合、給与
規定等の準備ができた段階で遡及して支払うことも可能ですか。

締切日までに申請書等の関係書類を提出していただければ、４月分から職員処遇改善費はお支払い
できますが、給与規定等の準備が間に合わない場合には、準備が整った段階で４月に遡及して給与を
支払っていただければ問題ありません。
また、遡及した分の給与の支払いについては、施設・事業所の判断で確実にお支払いいただければ問
題ないため、支払方法については特に定めはありません。
（例：６月の給与から４万円の手当てを支給する場合、４月から５月分の８万円（４万円×２か月分）を６
月の給与支払い日に合わせて支給する。）
なお、４月に遡及して給与を支払っていただければ、賃金改善実施期間は４月からとなります。

25

７年０か月以上の全員に４万円改善が可能となると、処遇改善等加
算Ⅱにおいて発令した副主任保育士等との賃金差が少なくなってし
まうが、役職や経験年数に応じた賃金体系についてはどのように考
えればよいですか。

職員処遇改善費は、総経験年数７年０か月以上の保育士等全員に国の処遇改善等加算Ⅱと併せて月
額４万円の賃金改善を実施できる金額を園に対して助成するものです。そのため、賃金改善対象者に
も縛りを設けております。
処遇改善等加算Ⅱについては職務分野別リーダーへの配分等の要件が改正されるなど、より柔軟な
配分が可能となっております。役職や経験年数に応じた賃金体系については、処遇改善等加算Ⅰ及び
処遇改善等加算Ⅱをご活用いただき、各園においてご検討をお願いいたします。
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